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[加盟に伴う約束] 

 

中国は、措置の内容の合理性、客観性、公平性の確

保を規定した GATT 第 10 条及び GATS 第 6 条等の

規定に基づく義務を負うとともに、加盟議定書等に

おいて、① WTO 協定が中国の関税地域全体に適用さ

れること、②中央政府のみならず地方政府において

も WTO 上の義務を遵守すること、③モノ・サービス

の貿易、TRIPS 又は外国為替管理に関係する法令や

措置を統一的、公平かつ合理的に適用・運用するこ

と、④かかる法令や措置のうち、公表され、かつ他

の WTO 加盟国が容易に入手可能なもののみが実施さ

れること、⑤貿易に影響を及ぼすすべての行政行為

について、行政府から独立した司法機関による審査

の対象とすること等を具体的に約束した。また、⑥

貿易関連制度の不統一な適用があった場合について

の苦情申立てメカニズム、透明性確保のための公式

定期刊行物の発行・照会所の設置等も約束している。 

 しかしながら、2015年に制定された国家安全法は、

通常想定される主権と領土の統一性、人民福祉の保

護に加え、まず政権の維持を第一の目標に掲げ、経

済発展の維持も国家安全の対象とし、これらが内外

からの脅威にさらされない状況を確保することとし

ている（同法第2条）。そして、この総体的国家安全

観に基づき、経済安全、政治安全を確保することと

定めた（同法第3条）。この総体的国家安全観と協定

ルールの間に緊張が生まれるケースもあり得よう。 

 

[実施状況・問題点] 

 

（１）透明性 

 

＜実施状況＞ 

中国では、従来公表されない法令も多く、公表され

ているものについても、特に地方レベルの規則は入

手が困難なことがあった。また、公布から施行まで

の期間が短く、企業が新しい制度に対応する準備の

時間が十分にとれないことも多かった。 

近年では、官報やインターネットを通じた法令公表

の積極化、商務部世界貿易組織通報諮詢局（世界貿

易機関通報照会局）の設置、法令公布前に意見聴取

期間の設定及び公聴会開催を認める条例の発布等、

透明性向上に向けた努力を払っており、一定の改善

が見られるが、未だに公表されていない法令や指導

文書の存在が指摘される例もあるほか、公布された

法令の中身が抽象的で、規制内容に不透明性が存在

する例も見受けられる。例えば政府調達関連では、

551号文書や安可目録が挙げられる（詳細については、

政府調達の項目参照）。 

また、WTO 協定上求められている補助金の通報が不

十分であるという指摘も WTO 補助金委員会等でなさ

れており、こうした点も透明性が不徹底である一例

である（詳細については、補助金の項目参照）。 

情報公開に関する法律・法規の面では、2008 年 5月

に「政府情報公開条例（国務院）」が実施され、同

条例によると、行政機関の組織設置、職能、事務プ

ロセス等を含め一定の情報を公報や政府ウェブサイ

トなど公衆に周知しやすい形で公開すべきと規定し

ており、一部の中央官庁や地方政府（省、市）が予

算情報や政策情報を公開するようになった。同条例

については2019年4月3日に改正された。改正条例は

全 6 章 56か条から成り、公開範囲の拡大、公開の主

体と責任の明確化、手続の詳細化を始めとして、旧

条例より規定内容が大幅に拡充された。主な改正内

容としては、公開を常態とする原則の明文化（第 5 

条）、自主的公開の範囲拡大（第 19～21、26 条）、

情報公開の義務を負う主体の明確化（第 10 条）、開

示請求による公開の手続に関する規定の詳細化（第 

33 条他）等が挙げられる。 

2021年9月1日に施行された「データセキュリティ法」

では、国の機関が適時かつ正確な方法で政務データ

を公開することや、政務データのオープンプラット

フォームの構築等が規定された。本規定は、公開の

主体を「国の機関」としており、政府情報公開条例

で対象であった行政機関よりも公開の主体の範囲を

拡大している（データセキュリティ法の詳細は、サ

ービス貿易の項目参照）。 

国務院は近年、毎年「政府情報公開工作要点の通知」

を各省、自治区、直轄市、国務院各部委員会、各直

属機構に配布し、その徹底を指導している。 

2020 年 6 月の当該通知では、政務情報の公開の強化

透明性、統一的行政、司法審査 
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等が求められている。例えば、市場主体に対し、市

場監督管理規則及び基準を全面的に公開することに

より、市場監督管理の公正性を確保すること、各部

門の窓口のサービスを強化し、市場主体に対し、更

なる正確かつ便利な政策コンサルティングを提供す

ること、政務サービスの透明度及び便宜性を高める

こと等が含まれる。2021年4月に公表された当該通知

では、①公開申請業務の質の向上、②政府情報公開

の行政不服審査案件の審査基準の制定、③関連制度

の構築の強化という方針が掲げられた。②に関し、

2022年1月から「政府情報公開不服審査案件に関する

若干問題の指導意見」が施行され、政府情報公開案

件の受理範囲の規定等が行われた。③に関しては、

2021年1月に「公共企業・事業単位情報公開規定制定

弁法」が施行され、公共企業・事業単位の情報公開

を重点的に推進することが公表された。2022年4月に

公表された当該通知では、①公開を通じた経済の安

定的かつ健全な発展の促進、②公開を通じた社会の

調和と安定維持、③政策開示の質の向上、④開示業

務の基盤構築、⑤業務指導・監督の強化という方針

を掲げた。 

また、国務院は 2016 年以降、政務公開の状況を対外

的に発信する専用サイト「政務公開在行動」を開設

しており、特設ページにて、政務公開に関する施策

を時系列に公開している。2022年10月28日に、国務

院弁公庁は、「全国一体化政務ビッグデータシステ

ム構築ガイドライン」を公表し、2025年までの構築

目標を掲げている。 

司法機関の取組については、最高人民法院が 2018 

年 11 月に「司法公開の一層の深化に関する最高人民

法院の意見」を発表し、裁判に関する情報を速やか

に公開すること、公開を原則とし、非公開を例外と

すること、メディアによる世論監督を積極的に受け

入れることなどが定められた。また、2019 年 2 月 

27 日に同法院から発表された「中国法院の司法改革

（2013-2018）」によれば、2013 年以降、インター

ネット上での情報公開が進んでおり、2023年1月時点

で「中国裁判文書ネット（裁判文書約1億3871 万件

を掲載）」、「中国法廷審理公開ネット（法廷審理

のライブ中継映像約2091万件を公開）」、「中国審

判フロー情報公開ネット（開廷公告記録473万件を公

開）」、「中国執行情報公開ネット（失信被執行人

約798万人を公表）」、「全国企業破産再生案件情報

ネット（破産、強制清算案件公告約27万件を公表）」

などのウェブサイトを通じて情報公開が行われてい

る。 

 

＜国際ルール上の問題点＞ 

上記の政府情報公開条例実施後には、2019 年の改正

を始めとしてそれなりの進展があるものの、実施細

則等含め未だに公開に当たっての行政体制が整って

いないこと、土地開発使用状況など公衆が強い関心

を持っている情報はあまり公開していないこと、ま

た一部の地方都市において、国家機密に該当するあ

るいは申請された情報が存在しないといった理由で

十分に公開が進んでいないなど、透明性が不十分と

も言える。また、パブリックコメントが実施された

としても、意見聴取期間についてはほとんどが 30 日

程度に設定されており、比較的短いことが指摘され

る。これらが WTO 協定の所管事項に関わるものであ

る場合は、措置の客観性・公平性の確保を規定した 

GATT 第 10 条又は GATS 第 6 条、また、透明性確保

を規定した加盟議定書第 2 条及び日中韓投資協定第 

10 条（透明性）に違反する可能性がある。 

 

（２）統一的行政 

 
＜実施状況＞ 

外資企業が事業を行うにあたっては、中央、省、地

方レベルの部・委員会や政府において、互いに矛盾

のない法令が整備されることが必要である。また、

互いに矛盾のない法令や条例であっても、裁量的な

適用や不統一な解釈が、複数の地域で事業展開を実

施する外資企業にとっての障壁となっている。 

近年、中国では、税関、税務、金融などの重要分野

や、中央政府と地方政府の利益が対立しやすい分野

において「垂直管理」改革を実施し、各レベルの行

政不統一による行政の非効率がある程度改善され、

また、中央政府と一部の地方政府が行政機関の簡素

化・合併を行っている。 

しかし、中央と地方の関係において、垂直管理はほ

とんど進まず、逆に食品薬品に関する垂直管理制度

は省レベル以下では撤廃され、中央政府が食品薬品

監督管理において地方政府の責任を強化したいと表

明するなどの動きも見られる。また、中央政府内で

も未だに統一的な行政が行われていない例も見られ
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る。 

2021年7月に施行された「行政処罰法」に関連して、

2022年8月に国務院弁公庁は「行政裁量基準の制定及

び管理のさらなる規範化に関する意見」を公表した。

さらに、同意見の制定を受け、2022年10月には、国

家市場監督管理総局が、「市場監督管理における行

政処罰の裁量権の規範化に関する指導的意見」を公

表した。本指導的意見においては、行政処罰におけ

る裁量権行使の基本原則として公平公正の原則を追

加し、行政処罰裁量権基準がある場合、厳格な評価

を経ることで裁量権の濫用を避ける等、行政裁量権

の濫用防止に資する内容も含まれている一方で、個

別事案において、裁量権基準を適用すると著しく公

平に害する場合、一定の手続を経て適用規範を調整

することも認めている。今後、指導的意見に基づく

運用状況について引き続き注視が必要である。  

 

＜国際ルール上の問題点＞ 

上記のように中央政府と地方政府との間で不統一

な解釈・運用がみられるが、これは中央政府・地方

政府間での法令・措置の統一的な適用・運用を規定

した加盟議定書第 2 条(A)第 2 項に違反する可能性

がある。 

 

（３）司法審査 

 

＜実施状況＞ 

司法審査については、行政決定が司法審査の対象

となることを明記する規定が一部法令に設けられ 

（「アンチ・ダンピング条例」、「専利法」等）、

通商に関わる紛争を仲介する裁判所として中国国際

経済貿易仲裁委員会（CIETAC）が設置された。また、

2007 年には行政再議申請人の既得利益を保護するこ

と等を規定した「行政再議法実施条例」が公布・施

行され、2008 年には最高人民法院より行政訴訟案件

の管轄、訴訟撤回問題について詳細に規定した司法

解釈も出されるなど、制度整備面では改善が見られ、

近年行政訴訟案件は増大している。他方、中国の司

法判断の中立性・的確性や、司法又は仲裁法廷が下

した判決・裁定の着実な執行については、加盟作業

部会においても加盟国側から強い懸念が示されてい

た。また、例えば、中国の「行政訴訟法」（1990 年）

を実施する中で、地方法院が各種理由で受理すべき

行政案件を拒否する現象が多い。この問題に対処す

るために、「全国人民代表大会常務委員会の『中華

人民共和国行政訴訟法』改訂に関する決定」が中国

第 12 期全国人民代表大会常務委員会第 11 回会議で 

2014 年 11 月 1 日に通過し、2015 年 5 月 1 日か

ら施行されている。これは、行政訴訟法が 1990 年 

10 月 1 日に施行されて以来初の改訂である。これま

での行政訴訟は、立件・審査・執行とも難しく、訴

訟で解決すべき問題が往々として投書・陳情の方法

で訴える「法より投書・陳情」という現象が見られ

ていたが、これらの問題に対し 2015 年の改訂では、

訴訟ハードルの引き下げや受理範囲の拡大、受理妨

害の排除、審査基準の厳格化、応訴職責の強化が盛

り込まれている。2017 年 6 月に、行政訴訟法がさら

に改正され、行政機関が法律に基づいて職務を遂行

しない場合、人民検察院は、法律に基づいて人民法

院に訴訟を提起する旨の条項が増設されている。 

 

＜国際ルール上の問題点＞ 

上記のように、裁判所が行政訴訟案件の受理を不当

に拒否した場合には、行政機関の決定を司法機関に

訴える機会を保障した加盟議定書第 3 条(D)第 2項に

違反する可能性がある。本章「知的財産（４）」参

照。 

 

 

 

（１）輸出税を賦課する措置 

 

中国は、2006 年 11 月 1 日に輸出税暫定税率調整表

を施行し、その後輸出税品目や輸出税率を度々変更

している。 

しかし、中国は、WTO 加盟議定書第 11 条第 2 項に

おいて、附属書 6（輸出税禁止に対する例外リスト） 

に掲げられた産品（フェロマンガン、フェロクロム、

粗鋼及び電解精製用陽極銅、銅・アルミのくず等 13 

品目）に課税する場合又は GATT 第 8 条の規定に適

合して課税される場合を除き、輸出品に課税する税

及び課徴金をすべて廃止するとしている。そのため、

これらの例外産品以外に課税している場合には、WTO 

加盟議定書の約束に違反していると考えられる。 

輸出制限措置 
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なお、レアアース、タングステン、モリブデンに対

する輸出税賦課措置については、WTO 紛争解決手続

（DS431、432、433（中国のレアアース等に対する輸

出規制措置：第 Ⅱ 部第 3 章 4.主要ケース(5)参照）

において協定不整合と判断され、中国は 2015 年 5 

月に撤廃した。 

詳細については、2017 年版不公正貿易報告書 18 頁

-21 頁参照。 

 

（２）原材料に対する輸出制限措置 

 

＜措置の概要＞ 

2002 年 1 月 1 日、「2002 年輸出許可証管理商品の

分類による証書発行目録」の公布及び関連問題に関

する通知で、輸出許可制度の対象となる合計 54 品目

の商品及び同許可証発行機関が規定された。 

「2015 年輸出許可証管理貨物目録」では、上記の対

象は 591 品目へと増加している。 

このように、中国は WTO 加盟後も引き続き原材料・

中間製品に対する輸出数量制限を実施している。

GATT 第 20 条（g）においては、「有限天然資源の保

存に関する措置」であれば例外的に輸出数量制限が

認められる可能性がある旨を定めているが、中国の

原材料・中間製品に対する輸出数量制限の設計や構

造が中国の国内産業への優遇措置であり、そもそも

「有限天然資源の保存に関する措置」とはいえない

のではないか、また、GATT 第 20 条（g）では、「国

内の生産又は消費に対する制限」が実施される必要

があると定めているが、このような国内での制限が

中国国内で実施されているか不透明な部分がある。 

また、中国政府は、多くの原材料品目について、輸

出許可証を発給し、輸出可能な業者や数量を管理し

ている。 

 

＜国際ルール上の問題点＞ 

GATT 第 20 条（g）では、「有限天然資源の保存に関

する措置」であれば例外的に輸出数量制限が認めら

れる可能性がある旨を定めているが、中国のレアア

ース等についての輸出数量制限の設計や構造が中国

の国内産業への優遇措置であり、そもそも「有限天

然資源の保存に関する措置」とはいえないのではな

いか、また、GATT 第 20 条（g）ではその前提条件と

して「国内の生産又は消費に対する制限」が実施さ

れる必要があると定めており、このような国内での

制限が中国国内で実施されているか不透明な部分が

あることから、GATT 第 11 条及び第 20 条（g）との

整合性につき疑義がある。 

 

＜最近の動き＞ 

アンチモン、インジウム、クロム、コバルト、銅、

グラファイト、鉛、マグネシア、滑石、タンタリウ

ム及び錫に対する輸出規制措置（輸出税・輸出数量

制限等）について、米国（DS508）及び EU（DS509）

がそれぞれ 2016 年 10 月、パネル設置要請を行った

が、その後パネル構成には進んでいない。 

 

（３）輸出管理法 

 

＜措置の概要＞ 

中国政府は、従来、大量破壊兵器関連のみを規制対

象とする安全保障輸出管理制度をおいていたが、

2017 年 6 月、通常兵器関連の多数の民生品・技術を

規制対象に加えると同時に、報復措置、再輸出規制、

みなし輸出規制等の新たな措置を含む輸出管理法

（出口管制法）の法案（第 1 次草案）を公表した。

その後 2019 年 12 月に第 2 次草案、2020 年 7 月

に第 3 次草案が公表され、パブリックコメントや草

案の修正の後、2020 年 10 月 に成立、同年 12 月に

施行された。翌 2 日には、輸出管理法及び暗号法に

基づく輸出入管理品目リストが公表され、2021 年 1 

月 1 日に施行された。これにより、暗号通信に係る

機器等の輸出入が許可申請の対象となった（なお、

これらの品目については、2020年12月輸出入管理品

目リスト定例改正に際して、従来中国において輸出

管理が行われていた大量破壊兵器関連品目等ととも

に、単一のリストに統合された）。さらに、2022年4

月、商務部より、輸出管理法の下位法令として「両

用品目輸出管理条例案（意見募集稿）」が公表され、

１ヶ月間の意見募集手続に付されたが、正式な立法

化には至っていない。同管理条例案では、軍事用又

は民生用のいずれにも利用できる両用品目を輸出管

理の対象とし、従来は分散していた大量破壊兵器関

連の両用品目の規制を統合し、通常兵器関連の両用

品目も包括して統一的な規則を定めている。依然と

して制度の全容は不明瞭であるが、下記のとおり 

WTO 協定不整合性が疑われる条文も存在し、運用に
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よっては、我が国と中国の間の貿易・投資環境に大

きな影響を与えるおそれがある。 

 

＜国際ルール上の問題点＞ 

安全保障例外（GATT 第 21 条）の解釈については先

例がないものの、本法に含まれうる下記(a)-(c)の措

置については、安全保障目的との関連性が乏しい過

剰な輸出規制であり、措置国が「自国の安全保障上

の重大な利益の保護のために必要であると認めてい

る」という GATT 第 21 条の要件を満たさず、輸出入

制限の禁止（GATT 第 11 条）に抵触する可能性があ

る。 

 

(a) 規制対象品目の過剰な拡張のおそれ 

本法は、規制対象品目リストについて、「本法と関

連法律･行政法規の規定に依拠して、輸出管理政策に

基づき」制定される（第 9 条）と規定しており、同

条自体は具体的な考慮事由を明記していない。しか

し、本法上、輸出管理業務の目的として挙げられて

いる「総体国家安全観」（第 33 条）は、幅広い要素

（経済、文化、社会、科学技術、資源等の安全を含

む）を国家安全保障の対象と捉える中国固有の国家

安全保障の概念であり、狭義の安全保障目的に留ま

らず、産業・通商保護目的を含みうる。また、法全

体を通して「国家の安全と利益」が目的・考慮要素

とされているものの、第 1 次草案･第 2 次草案で挙

げられていた「国家の安全」に対して、成案では

「国家の利益」が追記されており、産業政策的考慮

を予定していると解しうる。さらに、リスト外品目

に関する臨時管理（第 9 条第 2 項･第 12 条第 2 項）

やブラックリスト制度（第 18 条）等による広範な規

制も可能とされている。 

この点、本法の起草説明が、立法の必要性として、

「重要戦略稀少資源の保護」も挙げていたことも考

慮すると、例えば、「総体国家安全観」に含まれる

「資源の安全」を根拠に、レアアース等の戦略的稀

少物資を規制対象とする等、規制対象品目を過剰に

拡張することが懸念される。 

また、「両用品目輸出管理条例案」においても、輸

出管理リスト策定の際には「国の安全と利益に対す

る影響」を考慮して必要な産業調査を実施する（第

13条）ことから、規制対象品目の範囲の広がりには

留意を要する。 

 

(b) 技術開示要求のおそれ 

本法は、デュアル･ユースアイテム（技術･サービス

を含む）の輸出申請につき、関連資料を法規に従っ

てありのままに拠出する義務を規定し（第 21 条）、

また、エンドユーザー及び最終用途に関して、輸出

者の証明書提出義務（第 15 条）や、中国当局による

評価･調査（第 17 条）を規定している。これらの規

定から、中国規制当局が、該非判断にあたって重要

なソースコード等の技術情報について過大な開示を

要求する可能性や、エンドユーザー及び最終用途の

確認プロセスを通して合法的に日本企業の機微情報

に直接アクセスし窃取することが可能になることが

懸念される。「両用品目輸出管理条例案」において

も、輸出許可申請の際の技術説明または検査報告書

等の提出義務（第20条）や、エンドユーザー及び最

終用途に関して、輸出者の証明書提出義務（第 28 条）

等が規定されており、本法と同様の点が懸念される。

いずれの措置も詳細が細則に委ねられているため、

今後下位法令による提出書面の具体的な規定ぶりや

運用を注視する必要がある。 

 

(c) 報復措置（対等の原則）の規定 

本法には、他国が中国に対して輸出規制を濫用し、

中国の国家安全と利益に危害を及ぼす場合は、中国

は当該相手国に対して「相応の措置」を講じうる旨

の規定（第 48 条）がある。本規定は、商務部草案に

は含まれ、第 1 次草案･第 2 次草案では削除されて

いたものが、成案で復活したものである。本条文に

基づき、必ずしも安全保障を目的としない一方的な

輸出規制措置が講じられる恐れがある。 

また、中国商務部は、2019 年 6 月、外国貿易法･独

占禁止法･国家安全法等と整合する措置として、非商

業的目的に基づいて、市場ルールを遵守せず、契約

に違反し、中国企業に対する供給を停止･断絶し、中

国企業の正当な権利及び利益に重大な損害を及ぼす

外 国 企 業 ･ 団 体 ･ 個 人 を 、 信 用 性 が 低 い 組 織

（ unreliable entities ） と し て リ ス ト 化 す る

（Unreliable Entities List）構想を発表した。 

 上記以外にも、本法には、(d)再輸出管理・域外適

用の規定も含まれている。すなわち、中国外の組織･

個人による本法違反も規律対象とし（第 44 条）、ま

た、再輸出規制を実施する（第 45 条）旨が規定され
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ているが、詳細は細則に委ねられている。「両用品

目輸出管理条例案」にも、再輸出規制（第58条）が

あるが、詳細は細則に委ねられている。これらの規

定については、細則や具体的な運用次第では、国際

法上許容されない国内法の過度な域外適用が行われ

ることが懸念される。さらに、2020年9月に施行され

た信頼できない実体リスト規定を活用して再輸出規

制が実施される可能性も懸念されている。（信頼で

きない実体リスト規定の詳細は、一方的措置・その

他の項目を参照。） 

 

＜最近の動き＞ 

日本産業界は、国際的ルールや慣行に即した透明性

のある制度の実現を求めて、第 1 次草案について 

2017 年 7 月に安全保障貿易情報センター（CISTEC）

が、12 月にCISTEC・日機輸等、6 団体連名、経団連

等、2 団体賛同が、中国に対して意見書を提出した。

また、2018 年 2 月には、日米欧の 13 の業界団体

（CISTEC、日機輸、経団連、全米製造業者協会等）

が中国に対して共同意見書を提出。第 2 次草案につ

いても、2020 年 1 月、日米欧の 14 団体（CISTEC・

経団連・日機輸等）が同様の観点から、意見書を提

出した。また、2022年5月にも、CISTEC等10団体が中

国輸出管理法に基づく「両用品目輸出管理条例案」

に対する意見を提出した。2020 年 11 月には、

CISTEC・経団連・日機輸等、国内の 10 産業団体が

「中国及び米国の域外適用規制について」と題する

要請書を経済産業省に提出し、この中で中国輸出管

理法の懸念点を指摘し、政府レベルでの対応を要請

した。同月には梶山経済産業大臣から産業界に対し、

サプライチェーン上のリスクを把握すること・各国

制度を超えた過度な委縮は不要であることを呼び掛

け、不当な要求があれば経済産業省が前面に立って

支援を行う旨発言した。我が国は、2018 年 3 月以降

の物品理事会や、2019 年 12 月の経済産業省と中国

商務省との次官級定期協議等において、中国に対し

て、国際的ルールや慣行に即した公平性・透明性の

ある制度の実現を求めて働きかけを行っている。 

 

 

 

2017 年版不公正貿易報告書 22 頁参照。 

 

 

 

関税構造 

 

＊本件は、WTO 協定をはじめとする国際ルール整合

性の観点からは明確に問題があると言えない貿易・

投資関連政策・措置であるが、以下の懸念点に鑑み、

掲載することとした。関税、関税率、譲許率、譲許

税率の定義は、第 5 章 1 を参照。 

 

＜措置の概要＞ 

税関法、輸出入関税条例及び輸出入税測及び関連法

規において、輸入関税、輸出関税及び特殊関税（ア

ンチ・ダンピング関税、相殺関税、セーフガード関

税など）が規定されている。対日輸入適用税率には、

MFN税率又は地域的な包括的経済連携（RCEP）協定税

率等が適用される。また、輸出を前提として輸入さ

れる物品、原材料、設備又は国が輸出を推奨する製

品などに対する税制優遇措置（関税及び増値税の免

除・還付減免税及び還付）などがある。 

中国の2021 年時点の非農産品の単純平均譲許税率は 

9.1％だが、オートバイ（最高 45％）、写真用又は

映画用材料（最高 35％）、カラーモニター（20％）、

自動車（15％）、TV（15％）、プロジェクター（最

高 12％）等の高い譲許税率が存在する。なお、非農

産品の譲許率は 100％であり、2021年時点の非農産

品目の単純平均実行関税率は 6.5％であった。 

 

＜懸念点＞ 

高関税そのものは譲許税率を超えない限り WTO 協定

上問題はないが、自由貿易を促進し、経済厚生を高

めるという WTO 協定の精神に照らし、関税はできる

だけ引き下げることが望ましい。 

中国が 2001 年の WTO 加盟に際して約束した ITA

（情報技術協定）への参加については、2003 年 4 月

の ITA 委員会において承認された。しかし、コンピ

ュータと接続性のある複合機やプロジェクターにつ

いて ITA の対象品目として無税とすべきところ、関

税を賦課しており、ITA の履行に不透明さが残って

いる。 

貿易権（貿易に関する許可制度） 

関 税 
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＜最近の動き＞ 

IT 製品の市場アクセス拡大の促進に向けて、2015 年 

12 月に妥結されたITA拡大交渉（詳細は、第Ⅱ部第 5 

章 2.（2）ITA（情報技術協定）交渉を参照）につい

て、中国は、2016 年 9 月から対象品目201品目の関

税撤廃を開始した。例えば、高関税品目としては、

テレビジョンカメラ（ 35％）、録音・再生機器

（30％）、テレビ受信機器（30％）等が挙げられる。

これらを含む全対象品目の関税が2023 年7月までに

撤廃されることになる。 

2018 年 4 月に開催されたボアオ・アジアフォーラム

において、習近平国家主席は重要講話を発表し、対

外開放拡大のための措置の １ つとして主体的な輸入

の拡大を掲げた。具体的には自動車輸入関税の大幅

削減、その他製品の輸入関税軽減が盛り込まれた。 

2018年 5 月 22 日には中国関税税則委員会が、同年 

7 月から自動車及び自動車部品計 218 品目の輸入関

税を引き下げる旨を公表した（税委会公告〔2018〕3

号）。自動車は 20％～25％から 15％に下がり、自動

車部品は 8％～25％から 6％へと下がった。また、同

年 5 月 30 日に開催された国務院常務会議において、

広範囲にわたる日用品の輸入関税率の引き下げが決

定された。同年 9 月に行われた国務院常務会議では、

同年 11 月から 1,585 項目の工業製品等の輸入関税

を引き下げることが公表された（税委会公告

〔2018〕9号）。今次の措置により、中国の非農産品

目の単純平均実行関税率は前述のとおり、2019 年に 

8.8％から 6.5％に引き下げられた。また、同年 11 

月に開催された第 1 回中国国際輸入博覧会で発表さ

れた対外開放に沿う形で、同年 12 月には 2019 年 1 

月から一部製品の輸出入関税を調整することが発表

された（税関総署公告［2018］212 号）。対象とな

る 706 品目のうち菜種かすや一部の薬品生産原料に

ついては同日、関税が撤廃された。 

2022年4月、国務院関税税則委員会は、税関法や輸出

入関税条例第9条に基づき、エネルギーの安定供給の

確保及び質の高い発展の促進のため、2022年5月から

2023年3月までの間、石炭に関する輸入関税を一時的

に免除した。 

 

 
1 中国加入議定書 (WT/L/432) 
2 https://www.wto.org/english/tratop_e/adp_e/AD_InitiationsByRepMem.pdf 
3 https://www.wto.org/english/tratop_e/adp_e/AD_InitiationsRepMemVsExp.pdf 
4 https://www.wto.org/english/tratop_e/adp_e/AD_MeasuresRepMemVsExp.pdf 

 

 

[加盟に伴う約束］ 

中国は、WTO 加盟に伴い、AD 措置及び相殺措置に係

る規則・手続をAD 協定及び補助金・相殺措置協定に

整合化させることを約束している1。 

また、中国以外の WTO 加盟国が、中国産品について 

AD 措置に係る調査を行う際の価格比較（ダンピング

マージンの計算）に関し、輸出価格を中国の国内価

格と比較するのではなく第三国価格と比較すること

が認められている（中国加入議定書第 15 条）。 

背景として、中国には市場経済が浸透しておらず、

適切な国内価格が存在しない、との考え方がある。

この根拠となった中国加入議定書第 15 条の一部であ

る第 15 条（a）(ii)は、加盟後 15 年の 2016 年 12 

月で失効した（同特例失効後の中国の取り扱いにつ

いては、国際的な論点になった（いわゆる「市場経

済国問題」）。詳細については、本報告書第Ⅱ部第 

6 章参照。）。 

 

[個別措置］ 

 

中国は、1995 年以降、293 件の AD 調査を開始して

いるが2、中国によるAD調査のうち、我が国産品が対

象に含まれる案件は 53 件であり3、うち 44 件につ

いて AD 措置が発動されている4（いずれも 2022年 6 

月30日時点）。現在、22 件の我が国産品に対する中

国の AD 課税が継続している（2022年 6 月30日時

点）。 

中国の AD 調査及び AD 措置については、以下の事案

に見られるように、損害及び因果関係の認定が客観

性に欠けるなど、AD 協定に整合的でない点が見られ

る。また、過去の中国による AD 措置についても、不

適切なサンプリング調査や手続の透明性の欠如とい

った問題が指摘されている。中国は、WTO 加盟に伴

い、AD 措置に係る規則・手続を AD 協定に整合させ

ることを約束しており、今後も引き続き WTO 協定と

アンチ・ダンピング（AD）措置 
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の整合性を注視し、必要に応じて改善を求めていく。 

 

（１）日本製塩化ビニリデン（PVDC ポリマ

ー）に対する AD 措置 

 

中国当局は、2017 年 4 月、日本製塩化ビニリデンに

対する AD 課税措置を決定した。本決定においては、

価格の押下げの認定及び因果関係の認定につき、そ

れぞれ説明が不十分であるという問題がある。最終

決定が行われるまで、日本政府は、本件公聴会や AD 

委員会において上記指摘を行い、また、政府意見書

の提出などにより改善を求めてきたが、結果的に 

WTO 協定整合性に疑義がある決定が行われた。本件

詳細は、2018 年版不公正貿易報告書 10 頁参照。 

 

＜最近の動き＞ 

2022年４月、中国政府は、本AD措置のサンセット・

レビューを開始しており、我が国としては、WTO 協

定に整合的でない AD 措置の早期撤廃・是正を行うよ

う、2022年10月のAD委員会において発言した。2023

年２月時点で調査が継続しており、産業界とも協力

しながら引き続き注視していく。 

 

（２）日本製アクリロニトリルブタジエン

ゴム（NBR）に対する AD 措置 

 

2017 年 11 月、中国政府は中国国内企業からの申請

を受けて、日本及び韓国からのアクリロニトリルブ

ダジエンゴム（NBR）の輸入に対する AD 調査を開始

した。中国当局は、2018 年 11 月、当該産品の輸入

について、ダンピングの事実、国内産業の損害及び

これらの因果関係があるとして、最終決定を行った。

本件詳細は、2022年版不公正貿易報告書28頁参照。 

 

＜最近の動き＞ 

日本政府は、2018 年 5 月に行われた公聴会に参加

し、本件調査に国際ルール上の懸念があることを指

摘すると共に、政府意見書の提出、また、2018 年 4 

月及び 10 月の AD 委員会における発言などを行い、

上記の国際ルール上の問題点ついて指摘してきた。

このように、我が国としては、本件調査が WTO 協定 

に整合して行われるよう、産業界と連携しつつ、中

国政府に働きかけてきたところであるが、結果的に、

WTO 整合性に疑義のある最終決定が行われた。我が

国は、中国が、WTO 協定に整合的でない AD 措置の早

期撤廃・是正を行うよう、産業界とも協力しながら

引き続き注視していく。 

（３）日本製オルトジクロロベンゼンに対

する AD 措置 

 

2018 年 1 月、中国政府は中国国内企業からの申請を

受けて、日本及びインドからのオルトジクロロベン

ゼンの輸入に対する AD 調査を開始した。中国政府は、

2019 年 1 月、当該産品の輸入について、ダンピング

の事実、国内産業の損害及びこれらの因果関係があ

るとして、最終決定を行った。本件詳細は、2022年

版不公正貿易報告書28頁参照。 

 

＜最近の動き＞ 

我が国は、中国が、WTO 協定に整合的でない AD 措置

の早期撤廃・是正を行うよう、産業界とも協力しな

がら引き続き注視していく。 

 

（４）日本製ステンレス製品に対する AD 

措置（DS601） 

 

＜措置の概要＞ 

2018 年 7 月、中国政府は、中国国内企業からの申請

を受けて、日本、EU、インドネシア及び韓国からの

ステンレススラブ、ステンレス熱延鋼板(カットシー

ト及び厚板)及びステンレス熱延コイルの輸入に対す

る AD 調査を開始し、2019 年 7 月、当該産品の輸入

について、ダンピングの事実、国内産業の損害及び

これらの因果関係があるとして、AD 税賦課の最終決

定を行った。 

 

＜国際ルール上の問題点＞ 

調査対象のステンレス製品（スラブ、熱延鋼板(カッ

トシート及び厚板)及び熱延コイル）は、それぞれ物

理的形状、価格帯、販路、用途が大きく異なり、お

互いに代替性を欠く多種多様な製品を包含する。と

ころが、中国政府は、価格効果の有無を判断するに

あたり、これら多種多様な製品の平均価格の低下傾
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向を指摘するのみで、対象輸入品が国内価格に与え

る影響を実質的に分析しておらず、AD 協定第 3.2 条

に整合しない懸念がある。 

また、調査対象国・地域（日本、EU、インドネシア

及び韓国）からの輸入による効果を累積（一括）評

価しているが、かかる累積評価は輸入/調査対象国間

における競争状況からみて適切であることが求めら

れるところ、価格帯も製品特性もまったく異なる 4 

か国・地域の産品を何ら合理的な理由なく累積評価

した疑いがあり、AD 協定第 3.3 条に整合しない懸念

がある。 

＜最近の動き＞ 

我が国は中国政府に対し、上記国際ルール上の問題

点について WTO・AD 委員会や二国間で懸念を表明し

ているが、WTO 整合性に疑義のある課税が依然続い

ている。我が国は、2021年6月、WTOに二国間協議を

要請し、同年7月、二国間協議を実施したが、解決に

至らなかったため、同年8月、WTOに対して本件につ

きパネル設置を要請し、同年9月にパネルが設置され

た。我が国は、本件措置について、今後も産業界と

連携しつつ、中国政府に対し、あらゆる手段を通じ、

WTO 協定に整合的でない AD 措置の撤廃・是正を引き

続き求めていく。 

 

（５）日本製ポリフェニレンスルフィド

（PPS）に対する AD 措置 

 

＜措置の概要＞ 

2019 年 5 月、中国政府は、中国国内企業からの申請

を受けて、日本、米国、韓国及びマレーシアからの

ポリフェニレンスルフィド（PPS）の輸入に対する 

AD 調査を開始した。2020 年 11 月、中国政府は、当

該産品の輸入について、ダンピングの事実、国内産

業の損害及びこれらの因果関係があるとして、AD 税

賦課の最終決定を行った。 

 

＜国際ルール上の問題点＞ 

調査対象産品である PPS の中国の輸入数量は 2015 

年から 2018 年にかけて、増加しているが、中国国内

生産品の販売量もそれ以上の割合で増加しており、

輸入産品の中国国内におけるシェアは減少している。

このことは、中国国内の PPS 産業はむしろ生産量及

び販売量を増やし成長していることを示しており、

これらの事実に基づけば中国国内に損害が生じてい

ることは考えにくいため、AD 協定第 3.4 条に整合し

ない懸念がある。 

また、仮に中国国内において損害又は損害のおそれ

があったとしても、それは上記のように国内産業が

生産能力を増強したこと等の過剰投資の影響や、申

請者の PPS 製品の主要用途である繊維、押出製品の

販売不振など、日本産品の輸入以外の影響によるも

のであるため、AD 協定第 3.5 条に整合しない懸念が

ある。 

 

＜最近の動き＞ 

我が国は中国政府に対し、上記国際ルール上の問題

点について WTO・AD 委員会や二国間で繰り返し懸念

を表明したが、WTO 整合性に疑義のある最終決定が

行われた。我が国は、中国が、WTO 協定に整合的で

ない AD 措置の早期撤廃・是正を行うよう、産業界と

も協力しながら引き続き注視していく。 

 

 

 

[加盟に伴う約束］ 

 

中国は、加盟にあたって、補助金協定第 3 条第 1 項

（a）及び（b）が定める輸出補助金及び国内産品優

先使用補助金を撤廃するとともに、ⅰ)開発途上国へ

の特別な扱いに係る一部規定について、適用を受け

る権利を留保又はその適用を求めない旨、ⅱ）補助

金協定第２５条第１項及び第２項が定める自国が交

付する特定性を有する補助金（国有企業が当該補助

金の受給者の大部分を占めているか、国有企業が均

衡を失するほどの多額の補助金を受けている場合に

は特定性を有する補助金）を隔年でWTOに通報する旨、

ⅲ）モノ・サービス貿易、TRIPS又は外国為替管理に

関係する法令や措置を統一的、公平かつ他のWTO加盟

国が容易に入手可能なもののみが実施されることを

約束した。この点については補助金通報において根

拠法令とされている法令が公表されていない事例が

あると他加盟国から補助金委員会等において指摘さ

れている。 

補助金 
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さらに、WTO協定の一部規定を超え、加盟国等が情報

提供を求めることができる照会所を設立し、原則と

して３０日以内に返答するという約束もした。しか

し、この点についても補助金委員会等において、加

盟国政府が補助金に関する照会を行っても義務であ

るはずの回答がなされていないと指摘されている。

また、農産品に係る輸出補助金を維持及び導入しな

いことを約束するなど、農業協定の一部規定を超え

る約束をしている。詳細は 2017 年版不公正貿易報告

書 29 頁参照。 

 

[横断的問題点（通報を含む）］ 

 

＜措置の概要＞ 

中国は、近年、重点産業に対する補助金（低利融資、

税制優遇、債務免除等を含む、WTO協定で定義される

ところの広義の補助金）支出を拡大させる一方、そ

の支出の透明性が低いことがWTO加盟国等から指摘さ

れている。また、補助金の支出の透明性の低さは、

歪曲性のある補助金交付を助長しやすく、鉄鋼・ア

ルミ等の分野の過剰生産能力の問題につながってい

る疑いがある。更に、国有銀行等を通じた融資や国

家投資ファンド等の多様なツールにより、①政府系

金融支援を通じて、企業に対する政府の影響力が強

化されること、②政府支援が呼び水となって民間資

金が集中することで、特定産業に大量の資金が流れ

込み、結果として過剰生産を招くこと、③政府支援

が高度な技術を持つ海外企業の買収資金となる可能

性が懸念される。 

 

＜国際ルール上の問題点＞ 

補助金協定においては、特定性を有する補助金をWTO 

へ隔年に通報することが義務付けられており、補助

金委員会の場で、通報が行われた補助金に関する審

査が行われている。しかしながら、2001 年の WTO 加

盟以降、中国が初めて通報を行ったのは 2006 年 4 

月であり、また 2016 年 7 月に初めて、地方の補助

金についても通報を行ったが、本来通報するべき補

助金が通報されないなどの問題がある。 

中国は、不透明な補助金支出を含む大規模な政府支

援により、鉄鋼・アルミ産業等において過剰生産能

力を生じさせてきた。中でも、アルミ産業への各種

補助金により中国に過剰生産能力が発生している問

題については、他の加盟国の利益に悪影響をもたら

すものとして、補助金協定第 5 条等に違反する可能

性がある。また、2017年以降、米国は、中国のアル

ミ地金産業への補助金（政策金融及び投入物（石

炭・アルミナ・電気）の安値提供）を WTO 補助金協

定違反として二国間協議を要請したり（DS519）、中

国産アルミ板材に対するダンピング及び補助金の存

在並びにそれらに基づく損害をそれぞれ認定し、ダ

ンピング税及び相殺関税の賦課を決定している。更

に米国は、アルミに対する 232 条調査（第 3 章一方

的措置(2)参照）においても、中国を始めとする外国

政府の補助金等に起因するアルミの世界的な過剰供

給によって、米国のアルミ地金産業の生産能力に重

大な悪影響が生じた旨を認定している。（詳細は 

2021年版不公正貿易報告書第Ⅰ部補助金（１）アル

ミ補助金参照。） 

 

＜最近の動き＞ 

中国は、近年、新エネルギー自動車等を国家戦略産

業と位置付け、政府支援を急速に拡大しており、今

後、各国の産業競争力上重要な先端産業でも、過剰

生産等の問題が拡大する懸念がある。更に、支援の

手法も、補助金や優遇税制のみならず、政府系金融

機関等を通じた低利融資や国家投資ファンドによる

大規模出資など多様化しているものとみられ、不透

明さが一層増大している。例えば、半導体産業支援

の国家投資ファンドについては、中央・地方政府そ

れぞれのものがあるが、中国はそれらのファンドの

多くは補助金にはあたらないとして、WTOへの通報は

行っておらず、当該支援について公表されている情

報は限定的である。2021年に行われた対中TPRにおい

ても、多くの加盟国から、中国の不透明な産業支援

や、国有企業を用いた市場への広範な介入に対し懸

念が示されている（2022年度版不公正貿易報告書コ

ラム「中国WTO加盟20年とWTO対中国貿易政策検討会

合（TPR）」参照）。 

我が国としては、中国とのバイ会合において補助金

政策の透明性向上を要請するとともに、毎年のWTO補

助金委員会や、2021年の対中国貿易政策検討会合

（TPR）において、米EU等と共に補助金や過剰生産能

力問題に関する議論を提起してきている。また、G7

やG20等で主要な産業分野における過剰生産能力に対

処することに注力している。引き続き、他のWTO加盟
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国とも連携し、中国が加盟時の約束を遵守し、通

報・透明性向上を確保しつつ、制度を補助金協定整P

合的に運用するよう、WTOを含む国際会議や二国間協

議の場を通じて中国側に求めていく。 

 

[個別措置］ 

 

（１）輸出増値税還付率変動 

中国の輸出時の増値税還付については、還付率の調

整に関する法令の公布から発効までの期間が短い場

合が散見される。 

例えば、2018 年 5 月 1 日に施行された、製造業や

交通運輸、基礎通信サービスなどの業種・農産品等

の増値税率の引き下げは、同年 3 月 28 日に公布さ

れており、公布から発効まで約 1 ヶ月間の期間しか

設けられていない。また、2018 年 9 月 15 日に施行

された、集積回路や書籍など 397 品目を対象とした

輸出増値税の還付率の引き上げに至っては、同年 9

月 5 日に公布されており、公布から発効までの期間

が 10 日しか設けられていない。この期間の短さは以

前よりは改善されているものの、依然として企業が

政策の変更に余裕を持って対応することが難しい状

況である。 

さらに、2020年3月17日には、同年3月20日から、磁

器衛生器具等の1084項目の商品の輸出還付率が13％

に引き上げられ、植物成長調節剤等の380項目の商品

の輸出還付率が9％に引き上げられる旨が公表された。

2021年4月26日には、同年5月1日からの、一部鉄鋼製

品の輸出増値税還付の取り消しが公表された。また、

同年7月28日には、同年8月1日から、さらなる鉄鋼製

品の輸出増値税還付の取り消しを公表した。 

規制・措置の急な変更については、企業の予見可能

性を奪うものであり、経営に与える影響が大きいこ

とから、投資リスクとして意識する向きが強くなっ

ている。中国の経済・貿易政策が、透明性と予見可

能性をもって運営されることが求められる。 

また、2018 年から 2021 年の 4 年間において、上記

を含め 5 回もの税率調整が行われている。補助金協

定上間接税の払戻しは原則として補助金とはみなさ

れないため、増値税の還付自体は形式的には補助金

協定に違反しない。しかし、このように頻繁に還付

率を変更していることから、事実上、産業政策の一

環として恣意的に間接税を操作しているとも考えら

れる。間接税の恣意的な操作は、仕向地主義（最終

消費者の所在地である仕向地国が課税権限を有する

という考え方）という同協定附属書の背景にある考

え方と相容れず、実質的に輸出補助金であるとして

補助金協定違反を問える可能性がある。 

また、2022年6月に、対象業種はそれまでの6業種

（製造業等）に卸売・小売業、教育業等の7業種が追

加されたため、計13業種において2022年7月の納税申

告から増値税還付を受けることができる。 

 

（２）造船補助金 

＜措置の概要＞ 

中国では、自国造船業に対し、生産設備等への補助

金拠出による政府支援の実施や、政府系金融機関に

よる大規模金融支援等の公的助成が実施されている

こと等が報道されており、これらの措置は市場を歪

曲し、造船業における供給能力過剰問題の早期解決

を阻害するおそれがある。 

 

＜国際ルール上の問題点＞ 

中国政府による自国造船業に対する公的助成につい

ては、造船業が抱える供給能力過剰問題の解決を遅

らせ、他国に悪影響をもたらす可能性がある。 

 

＜最近の動き＞ 

2018 年 4 月の日中ハイレベル経済対話、同年 5 月

の日中韓サミット、2019 年 12 月の日中韓サミット

において、我が国より造船業における供給能力過剰

問題の早期解決の必要性を主張している。また、

2021 年 5月の第 132 回 OECD 造船部会において、中

国造船業の構造や公的支援をはじめとした造船政策

について議論を行っている。中国における公的助成

については、引き続き情報収集に努め、WTO 協定と

の整合性を注視していく。 

 

 

 

［加盟に伴う約束］ 

 

貿易関連投資措置 
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中国は、加盟にあたって、外国投資の認可にあたっ

て付与される貿易関連の条件につき、GATT 第 3 条違

反となるローカルコンテント要求（国産品を一定比

率以上使用することを義務づける）や、GATT 第 3 条

及び第 11 条違反となる輸出入均衡要求（原材料や資

本財の輸入は輸出実績に見合った金額や数量までし

か認めない）等の TRIMs 協定で禁止されている措置

に加えて、輸出要求や技術移転要求等の一切のパフ

ォーマンス要求を条件としないことを約束している

（加盟議定書第 7 条第 3 項）。 

更に特定分野についての約束として、①自動車製造

許可に関し、カテゴリー別許可制度は維持するもの

の、加盟後 2 年以内に、自動車の種類、型式又はモ

デルの制限は撤廃するとし、また、地方レベルで承

認できる上限金額を、現行の 3,000 万ドルから加盟 

1 年後に 6,000 万ドル、加盟 2 年後に 9,000 万ド

ル、加盟 4 年後に 1.5 億ドルへ引き上げることを約

束した。更に、②自動車エンジン製造については、

従来の外資出資規制（50％未満）の撤廃を約束した。 

 

＜実施状況＞ 

 

上記約束に沿って、中国は 2000 年 10 月から 2001 

年 7 月にかけて、外資 100％企業に適用される「外

資企業法」、合作企業に適用される「中外合作経営

企業法」、合弁企業に適用される「中外合弁経営企

業法」及びこれらの実施細則を改正し、輸出要求、

ローカルコンテント要求、輸出入均衡外貨バランス

要求に係る条文が削除・改正された。これら外資三

法は、2016 年  9 月にも一部改正が行われた。改正

内容は、いずれも、これまで審査・認可事項とされ

ていたものに関して届出管理を適用するというもの

である。 

なお、2015 年 1 月 19 日、商務部は、外資三法を統

合した外国企業による対中投資に関する基本法とし

て、会社法をはじめとする関連法令等の整合を図る

など時代の流れに沿った改正を加えた、「中華人民

共和国外商投資法（外国投資法）」の草案を発表し、

2015 年 2 月までパブリックコメントを募集したが、

提出されたパブリックコメントに応じた動きはなく、

同草案は結局公布されなかった。しかし、国務院は、

2018 年 12 月に外商投資法の新たな草案を発表し、

改めて 2019 年 2 月までパブリックコメントを募集

した。 

2019 年 3 月に開催された第 13 期全国人民代表大会

（全人代）第 2 回会議にて外商投資法が成立し、

2020 年 1 月１日より施行された。外商投資法は外国

企業の中国投資に関する基本法であり、総則、投資

促進、投資保護、投資管理、法律責任、附則の全 6 

章、合計 42 条からなる。本法では、強制技術移転の

禁止（第 22 条）を明記するほか、市場参入前からの

内国民待遇の付与（第 4 条ほか）、政府調達におい

て、外資企業の中国産品を対等に扱うこと（第 16 

条）、自由な海外送金（第 21 条）、外資企業の苦情

解決メカニズムの構築（第 26 条）等を規定している。

一方、外商投資の安全審査制度の確立（第 35 条等）

や、他国の差別的措置への報復規定（第 40 条）など、

各国が懸念を持つ規定がある他、外商投資法自体は

具体的な内容を規定しておらず、同法に基づく措置

の実際の内容や影響は、細則の規定を含む運用次第、

という面が強い。 

施行と同時にこれまでの外商投資についての法律で

ある合弁企業法、独資企業法、合作企業法が廃止さ

れた。合弁企業では董事会が最高の権力機関で、合

弁企業の解散等には董事会の全会一致決議が必要な

ど独特の制度があったが、外資三法の廃止に伴い、

これらの制度も廃止され、会社法の制度に統一され

た。 

 

＜問題点＞ 

上記のように、国内法を WTO 協定に整合的になるよ

う改正する動きもあるが、依然として協定に不整合

な実態や投資に対して制限的な措置も見られ、これ

らは早急に是正されるべきである。 

 

＜最近の動き＞ 

 

日本は、中国に対し、2022 年 9 月 5 日の経済産業

省と中国商務部との次官級協議や 2021 年 12 月 6 

日の日中経済パートナーシップ協議において、外商

投資法については地方政府を含めた実効性のある運

用を各地で徹底することや、外商投資法で定められ

た苦情解決メカニズムについて制度の趣旨に沿った

形で構築するよう要請した。 
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（１）新エネルギー自動車関連の投資規制 

 

2009 年 7 月 1 日には、国内自動車産業の育成と省

エネ対策を推し進めるため、工業信息化部により

「新エネルギー自動車生産企業及び産品参入管理規

則」と「新エネルギー自動車生産企業参入条件及び

審査要求」が実施された。これらの規制では、各メ

ーカーは参入に際し、研究開発機構の設置、製造す

る新エネルギー自動車の技術情報を開示すること等

が求められている。また、2015 年 6 月 2 日、発展

改革委員会と工業信息化部が公布した「新設純電動

乗用車企業管理規定」（2015 年第 27 号令）（同年 

7 月 10 日施行）は、業界障壁を取り払い、市場の優

れた技術力を電動乗用車産業競争に参画させること

を目的としており、参入範囲は拡大した一方、研究

開発能力やイノベーション要求は厳しく設定される

こととなった。また、2017 年に公表された「新エネ

ルギー自動車生産企業及び製品の参入管理規定」別

紙 １ の「新エネルギー自動車生産企業及び製品の参

入管理規定」（2017 年 1 月 6 日公布、2017 年 7 

月 1 日施行）において、新エネルギー自動車製造業

への参入許可を得るに当たり、製造業者が、関連技

術を「理解し掌握」（Understand and Master）して

いることを示すべき要件が課されている。本要件は、

文面上、中国への技術移転を要求していないが、合

弁規制及び出資比率規制により、外資自動車製造業

者が中国で事業を行うには合弁会社を設立する必要

あり、かつ、外資の出資比率は 50％以下である必要

がある点等から、事実上、外資自動車製造者に、新

エネルギー自動車の関連技術の中国への移転を要求

する形で適用され、投資に伴う技術移転要求を禁止

した中国加盟議定書第 7 条第 3 項に違反する可能性

が懸念されていた。 

 

＜最近の動き＞ 

2020 年 2 月、工業信息化部は、上記新エネ自動車産

業参入管理規定の改定案（第一次草案）を発表し、

同年 3 月までパブコメを実施した。第一次草案では、

外資企業などに、新エネ自動車全体・コア部品・コ

ア技術の研究開発拠点や技術情報のデータベースを

合弁企業（中国国内）に保有することを求める規定

が削除され、製造業者に求められる要件は、主に、

①生産する新エネ自動車に適応した技術保証能力を

備えること（部品や技術領域などの具体的指定なし）

及び②試験検証能力を持つこと、に簡素化された。 

同年 4 月 7 日、工業信息化部は同規定の新たな改定

案（第二次草案）を公表し、同年 5 月 7 日までパブ

コメを実施。第二次草案は、参入条件から「製品の

設計・開発能力」（第 5 条）を削除し、技術ハード

ルを低くした。また、「12 カ月以上生産を停止して

いる NEV 企業を公示する」（第 23 条）旨の規定に

つき、「12 ヶ月以上」を「24 カ月以上」に変更し、

生産停止期間の長期化を容認する方針を示した。同

年 8 月 19 日、工業信息化部は、「新エネルギー自

動車生産企業及び産品参入管理規則」の改訂版（全

文）を公布、同年 9 月 1 日より施行となった。 

新法では新エネルギー自動車製造業への参入条件が

緩和されたため、2018 年に新エネ車の外資出資比率

規制制限が撤廃されたことと合わせ、本規制に基づ

く事実上の技術移転要求等の懸念は概ね解消された

といえる。 

 

（２）自動車産業投資管理規定 

 

＜措置の概要＞ 

2018 年 7 月、国家発展改革委員会は、自動車産業の

新規及び生産拡大のための投資要件を定める「自動

車産業投資管理規定」（法案）を公表し、同規定は 

2019 年 1 月発効した。 

本規定の目的として、自動車産業投資プロジェクト

の参入基準を整備し、民間資本を合理的な投資方向

へ導くこと、従来型燃油自動車の新規生産能力を制

御し、新エネルギー自動車の発展を推進することな

どが挙げられている。また、投資プロジェクトの具

体的な許可要件が、製造車の駆動システムや製造部

品の類型に応じて規定されている。下記では、許可

要件の代表的な規定例を挙げる。 

① 燃油自動車：エンジンによって駆動する自動車。

従来型燃油自動車、普通ハイブリッド 車、プラグイ

ンハイブリッド車を含む。 

 独立自動車メーカーの新規投資は禁止されて

いる。 

 既存自動車メーカーによる生産拡大は、以下

の要件をいずれも満たす必要がある。（ただ

し、プラグインハイブリッド車投資プロジェ
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クトは、(b)及び(e)は適用されない。） 

(a) 前 2 年度の自動車生産能力利用率がい

ずれも業界平均水準を上回っている。 

(b) 前 2 年度の新エネルギー車の生産台数

比率がいずれも業界平均水準を上回って

いる。 

(c) 前 2 年度の主要営業収益に占める研究

開発費用支出の比率がいずれも 3％を上

回っている。 

(d) 製品が国際競争力を有する。 

(e) プロジェクト所在省の前 2 年度の自動

車生産能力利用率がいずれも同製品種別

の業界平均水準を上回り、かつ業界管理

部門で特別に公示する同製品種別の燃油

自動車企業が存在しない。 

② 純電気自動車：モータによって駆動する自動車。

燃料電池自動車を含む。 

 独立系純電気自動車企業の新規投資について

は、投資プロジェクト所在省、投資プロジェ

クトを新設する企業、株主がそれぞれ以下の

要件を満たす必要がある。 

（a） 所在省：前 2 年度の自動車生産能

力利用率が業界平均水準を上回っている

か、既存の新設独立系の同一カテゴリー

の純電気自動車企業投資プロジェクトが、

いずれも完成し、かつ、年生産台数が建

設規模を達成している。 

（b） 企業： 製品研究開発機関・専門研

究開発チームを有し、コンセプトデザイ

ン・システム・構造設計の経歴と能力を

有し、研究開発製品の主要技術指標が業

界最高水準に達していること、中核技術

の知的財産権を有し、授権・確認を得て

いること等。 

（c） 株主：プロジェクトが完成し年生

産台数が建設規模を達成するまで資本金

を引揚げないこと、基幹部品の知的財産

権と生産能力を保有していること等。 

 既存自動車メーカーによる、同一カテゴリー

の純電気自動車の生産能力拡大については、

燃油自動車企業は前 2 年度の自動車生産能

力利用率が業界平均水準を上回っており、純

電気自動車企業は、前年度の純電気自動車生

産台数が建設規模に達していること等。 

③ 車載用電池 

 新規投資は、コア部品の生産能力建設、研究

開発機関・専門研究開発チームを有すること

等。 

 

＜国際ルール上の問題点＞ 

投資プロジェクトの許可要件として、①研究開発機

関の設置を求める点や、②投資プロジェクトを実施

する企業に中核技術の知的財産権を有し、授権・確

認を得ることを求める点は、法令の文言が実際どの

ような効果をもたらしうるか精査する必要がある。 

具体的には、①については、事実上中国における研

究開発機関の設置が求められる場合、②については、

合弁規制及び出資比率規制により、事実上、外資自

動車製造者に、新エネルギー自動車の関連技術の中

国への移転を要求する形で適用されている場合（上

記（1）参照）は、投資の権利の配分が、あらゆる種

類の実績要求（技術移転要求や、中国での研究・開

発実施要求を含む）に条件づけられていないことを

確保する旨を規定した中国加盟議定書第 7 条第 3 項

に違反する可能性がある。 

 

＜最近の動き＞ 

本法案のパブリックコメント実施後、我が国は国家

発展改革委員会に対して、ハイレベルを含め数次に

わたり WTO 協定違反の可能性が疑われる懸念点を指

摘して改善を要求し、産業界もパブリックコメント

を提出した。その結果、草案段階では含まれてい

た、燃油自動車投資プロジェクトの生産拡大に関し

て、生産台数に占める輸出台数の比率として一定水準

以上を求める要件などが削除されて施行された。他方

で、上記のとおり、依然として適用次第では WTO 協定

に違反する可能性がある要件が含まれているため、今

後の運用状況を注視する必要がある。 
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＜図表 I-1-1＞WTO 加盟後に改正された主な貿易関連投資措置に関する事項 

 改正された法規 改 正 事 項 

企業設立、パ 

フォーマンス 

の要求等 

『外商投資パート 

ナー企業登録管理 

規定』 

（2010 年 3 月） 

★「外商投資産業指導目録」禁止類の業種、「合弁に限る」、「合作に限

る」、「合弁・合作に限る」、「中国側マジョリティ」、「中国側相対的マジ

ョリティ」などが明記される業種、又は外資比率要求のある業種につ

き、外資パートナー企業の設立を禁止。 

※2014 年 3 月 1 日に改訂されたが、その内容は、国内企業を含む全て

の企業の管理方法が「年度検査」方式から「年度報告」方式への変更に

伴うものであり、実質的な変更は無い。 

『外国投資者によ 

る国内企業の合併・ 

買収に関わる安全 

審査制度の整備に 

関する通知』（2011  

年 2 月） 

★外国投資者による国内企業の合併・買収に関わる安全審査制度を整備

する。外国投資者の国内企業の合併・買収について、国家発改委・商

務部がイニシアティブを取り、合併・買収の関連業種と分野によって、

関連官庁と連携して合併・買収の安全審査を行う。 

『商務部の外国投 

資者による国内企 

業の合併・買収安全 

審査制度の実施に 

関する規定』（2011 

年 8 月） 

★商務部が外国投資者による国内企業の合併・買収安全審査制度を実施

する際の具体的な手続について規定する。 

『外商投資性企業 

の関連管理措置を 

より一層改善する 

ことに関する通知』 

（2011 年 12 月） 

★外商投資性会社の国内ローンが国内再投資に使ってはならない。

★地元の外貨管理局の審査・許可を得た上で、外商投資性会社の中国で

の合法的所得が国内投資に直接利用することが可能になる。（従来は所

得を登録資本金にしてからはじめて国内投資に使える） 

『外商投資企業苦情

処理業務弁法』

（2020 年 10 月） 

★中国商務部が、外資企業の権益保護強化及び投資環境の向上を目

的に、外資企業による行政への苦情処理について規定。 

★商務部投資促進事務局に全国外商投資企業クレームセンターが設

置されたほか、各省市・自治区レベルの担当窓口が公開された（弁

法には県レベル以上の政府には苦情対応窓口を設置すると規定あ

り）。 

『外商投資安全審査

弁法』（2021 年 1 

月） 

★中国国家発展改革委員会・商務部が、外商投資法及び国家安全法

に基づき、外資企業が中国に投資する際の安全審査に関する規則を

公布。 

★対象範囲は「軍事関係、国家の安全にかかわる重要な農産物、重

要なエネルギーと資源、重大な装備製造、重要なインフラ、重要な

運輸サービス、重要な文化製品とサービス、重要な情報技術とイン

ターネット製品・サービス、重要な金融サービス、鍵となる技術及

びその他の重要な分野」と規定されているが、具体的な範囲は不

明。 

（注）2009 年以前に改正された主な貿易関連投資措置については 2013 年版不公正貿易報告書参照。 
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（３）外商投資参入ネガティブリスト 

 

2021 年 12 月 27 日、「外商投資参入特別管理措

置（ネガティブリスト） 2021 年版（以下、外商投

資参入ネガティブリスト 2021 年版）」を公布した

（国家発展改革委員会・商務部令第 47 号、2022年 

1 月 1 日施行）。 

今回の改訂は、1995 年に「目録」が初めて公布さ

れて以来、11 回目の改訂にあたる。2020 年版には、

33 項目の制限措置が含まれていたが、「外商投資参

入ネガティブリスト 2021 年版」では 31 項目に減

少した。 

「外商投資参入ネガティブリスト 2010 年版」に

おいて、制限業種及び禁止業種に指定されているも

のは以下のとおり。 

 

●外商投資を制限する産業の目録 

1. 小麦粉の新品種の選抜育種及び種子生産の中国

側の持分は 34％を下回ってはいけない。トウモロ

コシの新品種の選抜育種及び種子生産は、中国側

の持分支配とする。 

2. 出版物の印刷は、中国側の持分支配とする。 

3. 原子力発電所の建設及び経営は、中国側の持分

支配とする。 

4. 国内水上輸送業者は、中国側の持分支配とする。 

5. 公共航空輸送業者は、中国側の持分支配とし、

かつ外国人投資家及びその関連会社による投資割

合は 25％を超えず、法定代表者は中国国籍保有者

でなければならない。汎用航空業者の法定代表者

は中国国籍保持者でなければならず、農業、林業、

漁業の汎用航空業者は合弁に限り、その他の汎用

航空業者は中国側の持分支配とする。 

6. 民間飛行場の建設及び経営は、中国側の相対持

分支配とする。国外企業は空港管制塔の建設及び

運営に関与してはならない。 

7. 電気通信業者： 中国の WTO 加盟時に開放を承

諾した範囲内に限り、付加価値電気通信業務は外

資の割合が 50％を超えてはならない（電子商取引、

国内マルチ通信、データ保存転送、コールセンタ

ーを除く）。基礎電気通信業務は中国側の持分支

配とする。 

8. 市場調査は合弁に限り、うちラジオ・テレビ

の視聴調査は中国側の持分支配とする。 

9. 就学前教育機関、普通後期中等教育機関及び

高等教育機関は、中国と外国の提携による運営

に限り、中国側主導（校長又は主な事務責任者

が中国国籍保有者で、理事会又は共同管理委員

会の中国側構成員の割合が 1/2 を下回らない）

とする。 

10. 医療機関は合弁に限る。 

 

●外商投資を禁止する産業の目録 

1. 中国固有の、かつ希少な貴重優良品種の研究

開発、養殖、栽培及び関連する繁殖材料の生産

（栽培業、牧畜業、水産業の優良遺伝子を含

む。） 

2. 農作物、種畜・禽、水産種苗の遺伝子組換品

種の選抜育種及びその遺伝子組換種子（苗）の

生産 

3. 中国の管轄海域及び内陸水域の水産物の漁獲 

4. レアアース、放射性鉱物、タングステンの探

査、採掘、選鉱 

5. 漢方薬材における蒸す、煎る、炙る、焼く等

の加工処理技術の応用及び漢方製剤の秘伝処方

製品の生産 

6. 葉タバコ、巻きタバコ、再乾燥葉タバコ及び

その他のタバコ製品の卸売、小売 

7. 郵政事業者、郵便物の国内配送業務 

8. インターネットニュース情報サービス、オン

ライン出版業務、オンライン番組視聴サービス、

インターネットカルチャーに関する商品の経営

（音楽を除く。）、インターネットによる大衆

向け情報発信サービス 

9. 中国法律事務コンサルティング（中国の法律

環境の影響に関する情報の提供を除く。）、中

国国内法律事務所のパートナーとなってはなら

ない。 

10. 社会調査 

11. 人体の幹細胞、遺伝子診断、治療技術の開発

及び応用 

12. 人文社会科学研究機関 

13. 大地測量、海洋測量製図、測量製図・航空撮

影、地上移動体を用いた測量、行政区域境界線

の測量製図、地形図、世界行政区画地図、中国
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行政区画地図、省級以下の行政区画地図、教育用

全国地図、教育用地方地図及び立体地図の作成、

ナビゲーション電子地図の作成、地域別地質マッ

ピング、鉱山地質、地球物理、地球化学、水文地

質、環境地質、地質災害、地質リモートセンシン

グ等の調査 

14. 義務教育機関及び宗教教育機関 

15. 報道機関（通信社を含むがこれに限らない。） 

16. 書籍、新聞、定期刊行物の編集、出版業務 

17. 各級ラジオ放送局（ステーション）、テレビ

局（ステーション）、ラジオ・テレビのチャンネ

ル、ラジオ・テレビ放送ネットワーク（発信局、

中継局、ラジオ・テレビ衛星、衛星の地上発信ス

テーション、衛星受信中継ステーション、マイク

ロ波ステーション、モニタリングステーション、

ケーブルラジオ・テレビ放送ネットワーク）、ラ

ジオ・テレビのオンデマンド業務及び衛星テレ

ビ・ラジオの地上受信施設の設置業務 

18. ラジオ・テレビ番組制作の経営（輸入業務を

含む。）事業者 

19. 映画制作事業者、発行事業者、配給上映事業

者 

20. 文化財、芸術品の競売を行う競売業者、文化

財、芸術品を扱う商店及び国有文物博物館 

21. 文芸上演団体 

 

 

 
 

［個別措置］ 

 

（１）暗号法・商用暗号管理条例 

 

＜措置の概要＞ 

「暗号法」は 2019 年 10 月に全人代で可決され、

2020 年 1 月 1 日に施行された。本法では、暗号

を、中核暗号、普通暗号及び商用暗号に分類し、そ

れぞれの暗号について、国家規格の技術要件への適

合義務や、販売・使用の許可や輸出入の許可、検

査・認証等を行うことを規定している。「暗号法」

施行に伴い、1999 年に施行された「商用暗号管理条

例」の改正草案が作成され、2020 年 8 月にパブリ

ックコメントが実施された。本草案は、暗号法の下

位法令に位置づけられ、国家の秘密事項に当たらな

い情報を暗号化する製品や技術（商用暗号製品・技術）

の安全性審査や国家規格の技術要件への適合義務、

輸入許可・輸出規制等の詳細を規定している。 

 

＜国際ルール上の問題点＞ 

暗号法及び商用暗号管理条例については、条文中

に用いられている用語の定義や審査の具体的要件、

具体的な規格、適合性評価手続の内容、対象範囲等

について不明確な部分が多い。運用によっては、外

国企業の中国国内での活動及び中国市場への参入が

阻害され、中国が主張する国家安全保障という目的

達成のために必要以上に貿易制限的な規制となる

おそれがあり、暗号法は TBT 協定第 2.2 条及び第 

5.1.2 条並びに GATS 第 6.5 条 に違反する可能性

がある。また、暗号法及び商用暗号管理条例におけ

る認証や輸入許可の規定について、外国製品及びサ

ービスの競争条件が、同種の国内製品及び国内サー

ビスに比して事実上不利な状況となる場合には、

TBT 協定第 2.1 条及び第 5.1.1 条、GATT 第 3 条

並びに GATS 第 17 条が規定する内国民待遇義務に

違反する可能性がある。さらに、暗号法における強

制規格や適合性評価手続の基礎として、国際規格や

国際標準化機関の指針等が用いられていない場合に

は、TBT 協定第 2.4 条及び第 5.4 条に違反する可

能性がある。商用暗号管理条例も具体的な規格及び

適合性評価手続の内容や、運用によっては、上記内

国民待遇義務に違反する可能性に加え、TBT 協定第 

2.2 条、第 2.4 条、第 5.1.2 条及び第 5.4 条に

違反する可能性がある。 

 

＜最近の動き＞ 

暗号法については、2017 年及び 2019 年に実施さ

れたパブリックコメントの際に日本政府から意見

提出を行ったほか、2017 年 6 月以降の WTO TBT 委員会

（以下「TBT 委員会」）において、米国、EU 等と共に懸

念を表明してきたが、2020 年 1 月 1 日に施行された

暗号法には、ソースコードの開示要求禁止規定が追

加された等一部の改善を除き、各国の懸念点はほぼ

反映されなかった。商用暗号管理条例についても、

2020 年 9 月に実施されたパブリックコメントの際に、

基準・認証制度 
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日本政府からは、用語の定義や審査の具体的要件、規制

の対象範囲が依然として不明確である点等に関してコメ

ントを提出するとともに、2020 年 10 月以降の TBT 

委員会や、2021 年 10 月の WTO 対中貿易政策審査会合

（TPR）でも検討状況について情報提供を求め、問題を

指摘している。商用暗号管理条例については、2022 年

に公表された国務院立法作業計画に改正予定の行政法規

として「商用暗号管理条例」が列挙されたが、2023年1

月現在、施行されていない。引き続き、暗号法及び商

用暗号管理条例の動向を注視し、TBT 委員会等を通じ

て規制内容の明確化を求めるとともに、不必要に厳格

な規制とならないよう是正を促していく。 

 

（２）中国サイバーセキュリティ法 

 

＊本法の「基準・認証制度」に係る問題について

は、「サービス貿易」（５）中国サイバー・データ

規制のうち、１）中国サイバーセキュリティ法の項

目を参照。 

 

（３）化粧品規制 

 

＜措置の概要＞ 

中国化粧品管轄当局（2018 年 3 月から国家薬品監督

管理局（NMPA）に改組。）により、2018 年 12 月、化粧

品の基本法である「化粧品衛生監督条例」（以下、

「衛生監督条例」という。）を改正する「化粧品監督

管理条例」（以下、「監督管理条例」という。）の草

案が TBT 通報され、同監督管理条例は 2020 年 6 月に

公布、2021 年 1 月 1 日に施行された。監督管理条例

は、化粧品生産販売活動を規範化し、化粧品に対する

監督管理を強化し、化粧品の品質及び安全性を保証し、

消費者の健康を保障することを目的としている。中国

政府は、条例の改正に伴い、具体的な詳細を規定する

下位法令の公布も実施しており、多くは既に施行又は 

TBT 通報されている。監督管理条例や下位法令では、

中国の化粧品規制に対して、日本が TBT 委員会等で繰

り返し表明してきた懸念の一部が改善されているもの

の、依然として以下のとおり懸念が存在する。 

 

１）化粧品新原料規制 

衛生監督条例では、化粧品生産業者又は輸入業者は、

化粧品新原料の使用時又は初回の輸入前に中国化粧

品管轄当局に許可申請を行い、中国化粧品管轄当局

の審査を受ける必要があると規定されており、その

下位法令である「化粧品行政許可申告受理規定」

（2010 年 4 月施行） や、化粧品新原料の申請及び評

価に関するガイドラインである「化粧品新原料申請

及評価指南」（2011 年 7 月施行）において、化粧品新

原料の定義、遵守事項、申請手続、評価原則等が一定

程度明確化されている。しかしながら、衛生監督条例

下での新原料の登録実績は 8 件であるところ、新原

料を含む化粧品の生産及び輸出ができない事態が継

続していた。 

加えて、衛生監督条例における上記化粧品新原料

申請及評価指南第 3 条（Ⅱ）2（2）によれば、新原

料は複合物質であってはならないとされており、単

一物質での申請、安全性評価を要求している。植物

エキスや発酵液等の中には、実質的に溶媒と新物質

に単離困難な原料があることや、仮に単離できたと

しても、その工程中に化学的変化が起こり、実際に

化粧品に配合される原料とは別の物質になる可能性

があり、単一物質による評価は安全性の適正評価と

はならない懸念がある。 

また、衛生監督条例の下での新原料の審査におい

ては、製造工程における手順・反応プロセス・反応

条件の詳細等の企業秘密に係る情報の開示を要求

するケースがあるほか、審査終了後、当該情

報を中国化粧品管轄当局のウェブサイト上に掲載

した事例があり、企業秘密が公開される懸念がある。 

しかしながら、監督管理条例では、複合物質によ

る安全性評価が認められるか否かについて何ら規

定されておらず、新原料に関する情報については、

「原料の関連情報を一般社会に公開する」とされてお

り、関連情報の範囲によっては、企業秘密に係る情

報が公開対象となるおそれがある。また、中国は、

2020 年 11 月に、関連する下位法令である「化粧

品新原料登録届出資料規範」案について TBT 通報

している。同資料規範案は、原料の使用制限量や品

質規格等の企業秘密を含み得る項目を公開すること、

「化粧品安全技術規範」に定められた試験方法に従

って化粧品新原料の毒性試験を実施することを求め

ており、国際的に認められた試験法による実施は制

限されている。 

このような問題の改善を求めるため、日本政府は 
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2021 年 1 月に TBT 通報に対するコメントを提出す

ると共に、同年 2 月の TBT 委員会においても問題提

起を行った。2021 年 3 月に公布され、同年 5 月に

施行された「化粧品新原料登録届出資料規範」にお

いては公開対象の項目の一部が削除されるなど日本

政府の要請がある程度反映されたが、国際的に認め

られた試験法の適用制限については改善されていな

い。 

 

２）化粧品ラベル規制 

2014 年 11 月、衛生監督条例の下で策定された中国

化粧品表示規則の意見募集稿が公布され、同年 12 月に

中国化粧品管轄当局より TBT 通報がなされている（同

規則については、現時点で未施行）。 

同規則においては、「化粧品ラベルを、貼付け、

切取りの方法で修正、補足してはいけない。」とされて

おり、パッケージへのラベルの貼付けが禁止される可

能性があり、印刷によるラベル表示が義務付けられる

とすれば、中国向けの化粧品専用のパッケージを製造

しなければならなくなる。 

また、同規則では、全成分表示、品質保証期限等の

記載事項に加えて、生産加工者名をラベルに記載しな

ければならないとされており、その目的として、違法

製品の法的責任を追及しやすくするためと説明されて

いるが、本来品質責任を法的に担保する企業の記載の

みで足り、実際の生産加工者の記載までを要求する

必要性は説明されていない。 

加えて、同規則では、効果効能試験の結果を製品に

表示した場合、当該試験の詳細が記載されたレポート

が、中国化粧品管轄当局が指定したウェブサイトで公

示され、監督を受けなければならないとされている。 

これらに対して、監督管理条例では、ラベルの貼付

けが認められることが明記されている一方で、新た

に「貼り付けられた中国語ラベルは（原産国における）

原包装ラベルと一致しなければならない」と規定され

ているが、原包装ラベルの表示は原産国の法規に適合

するように設計されているため、その内容が必ずしも

中国の法規に適合しない懸念がある。 

また、監督管理条例では、化粧品の品質・安全性を

保証すべき者として「生産販売者」、「登録者又は届

出者」、「化粧品生産企業」等が混在しており、製品

責任者が統一されておらず、引き続き、ラベルに生産

加工者名の表示が求められている。 

加えて、中国は、2020 年 11 月に、監督管理条例

の下で策定された中国化粧品ラベル管理弁法案につ

いて、TBT 通報している。同ラベル管理弁法案では、

貼り付けられた中国語ラベルに含まれる、製品安全

性・効能効果に関連する記載は、原包装の表示内容

と一致することが求められており、また、安全性の

責任者である登録・届出人（輸入品の場合は中国域

内責任者）に加えて、生産加工者の記載も求められ

ている。 

また、全成分表示に関して、配合量 1％未満の成

分は順不同で記載するのが国際的なプラクティスで

あるのに対し、同ラベル管理弁法では、0.1％以下

の成分のみを「その他の微量成分」の案内語で引き

出して別途表示し、順不同で記載することができる

こと、効能表示について、中国において認定を受け

た試験機関による試験によって確認された場合のみ

「評価及び検証されている」との表示ができること

となっている。このような懸念点の改善を求めるた

め、日本政府は2020 年 10 月及び 2021 年 2 月の 

TBT 委員会で懸念を表明すると共に、2021 年 1 月

に TBT 通報に対するコメントを提出した。 

同ラベル管理弁法は 2021 年 6 月に公布され、

2022 年 5 月に施行された。最終法規においては

「評価及び検証されている」との表示に関する条項

は削除されたものの、その他の懸念点については改

善されていない。 

 

３）その他の規制 

2019 年 2 月に「化粧品登録・届出検査管理弁法」

が TBT 通報され、2019 年 9 月には「化粧品登録・届

出のための試験業務規範」として公布・施行された。

当該業務規範の懸念点は以下のとおりである。 

試験機関は化粧品の申請・届出用の試験を実施す

る前に検査検定資質認定（CMA）を取得することを義

務付けられているが、CMA は中国国内の試験機関の

みが取得可能であるため自社内及び外国の試験機

関で実施した試験結果が認められない。 

また、2020 年 8 月には「化粧品登録届出管理弁

法」案について、2020 年 11 月には関連する「化粧

品登録届出資料規範」案について TBT 通報がされて

おり、それぞれ 2021 年 1 月と 3 月に公布され、

同年 5 月に施行された。同管理弁法においては、

営業秘密や公開されていない情報を公開してはなら
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ないことが明記されており、日本がこれまで継続し

て中国に働きかけを行ってきたことが反映された。

一方、監督管理条例は、化粧品及び新原料について

登録・届出された内容を公表すること及び化粧品の

効能訴求の科学的根拠について概要をウェブサイト

に掲載して社会の監督を受けることを定めており、

同監督管理条例及びその他の実施規則についても、

同様に、営業秘密や公開されていない情報を公開し

てはならないことが明記されることを引き続き要請

していくことが重要である。 

加えて、監督管理条例では、「効能訴求の科学的

根拠の概要を国務院薬品監督管理部門の指定するウ

ェブサイトで公開し、一般社会による監督を受けな

ければならない」ことが規定されており、2020 年 

11 月に TBT 通報され、2021 年 4 月に公布、同年 5 

月に施行された「化粧品効能訴求評価規範」におい

ては、効能効果の根拠の概要に含まれるべき項目と

して、有効性の評価方法や判定指標など、企業秘密

を含み得る項目が挙げられている。効能訴求の根拠

となる研究データや効能評価資料は企業における機

密事項を含むものであり、「科学的根拠の概要」の

内容次第では、企業の機密情報が公開対象となるお

それがある。 

さらに、上記管理弁法及び資料規範には、安全性、

効能訴求に関わらない事項の変更については、速や

かに届出をすることを規定する一方、製品名や配合

などを変更する場合には、登録・届出を取り消して、

改めて申請することが規定されている。 

また、2020 年 11 月に TBT 通報がされた「歯磨き

管理弁法」案では、従来化粧品製造許可の対象外で

あった固形の歯磨き粉についても対象とされること

が懸念される。 

 

＜国際ルール上の問題点＞ 

上述のとおり、監督管理条例やその下位法令にお

いては、一部改善の兆しが見られるものの、依然とし

て、その必要性が十分に説明されていない措置や、企

業の機密情報の開示が要求されるおそれのある措置

等が残っているところ、これらの規制が化粧品の品質

及び安全性を保証し、消費者の健康を保障するといっ

た政策目的に照らして必要以上に貿易制限的である

場合には、TBT 協定第 2.2 条及び第 5.1.2 条に違反す

る疑義がある。 

＜最近の動き＞ 

我が国は、2018 年 12 月の「化粧品監督管理条例」、

2019 年 2 月の「化粧品登録・届出検査管理弁法」、

2019 年 6 月の「非特殊用途化粧品の備案管理弁法」、

2020 年 8 月の「化粧品登録管理弁法」及び「化粧品生

産経営監督管理弁法」、2020 年 9 月の「化粧品安全

性評価技術ガイドライン」、2020 年 11 月の「化粧

品ラベル管理弁法」、「歯磨き管理弁法」、「化粧品

登録届出資料規範」、「化粧品新原料登録届出資料規

範」及び「化粧品効能訴求評価ガイドライン」、2021 

年 2 月の「歯磨き届出資料規範」、2022 年 4 月

の「化粧品品質管理規範検査要点と判定原則」及

び「化粧品安全技術規範2022年改訂版」、2022 年 

9 月の「化粧品オンライン運用監督管理弁法」に係

る TBT 通報に対し、懸念を表明するコメントを提出

した。また、TBT 委員会においても、TBT 協定整合

性上の疑義等について問題提起を行い、必要以上に

貿易制限的な措置とならないよう要請している。な

お、当該委員会においては、米国及び欧州等も同様

に懸念を表明している。 

本件に関する動向を引き続き注視するとともに、

関係国と連携しつつ、本規制の改善を求めていく。 

 

 
 

［加盟に伴う約束］ 

 

WTO 加盟前の中国では、主要なサービス分野にお

ける外資企業の参入は厳しく制限されており、例え

ば、流通業については限られた大都市と経済特別区

において小売業の試験的な進出が認められている

程度であり、電気通信業については外資企業の参入

が禁止されていた。 

加盟交渉の結果、中国は、各サービス分野につい

て、外資企業に係る地理的制限や出資比率上限等の

規制を、加盟後およそ 5 年以内に段階的に緩和、撤

廃していく旨の自由化約束を行った。 

 

［実施状況・問題点］ 

 

以下に記すとおり、現在に至るまで加盟約束が完全

サービス貿易 
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に履行されていない状況も見受けられ、中国政府には

今後更なる対応が求められる。 

［個別措置］ 

 

（１）流通 

 

2017 年版不公正貿易報告書 44 頁参照。 

 

（２）建設、建築・エンジニアリング 

 

2016 年版不公正貿易報告書 49-50 頁参照。 

 

（３）電気通信 

 

＜措置の概要＞ 

中国では「電信条例」（2000 年 9 月公布、2014 年 7 

月、2016 年 2 月改正）により、電気通信サービスが

基礎電信業務（公共ネットワークインフラ、公共デー

タ伝送、基本音声通信サービスを提供する業務）と付

加価値電信業務（公共ネットワークインフラを利用

して電気通信・情報サービスを提供する業務）に分

類され、電気通信サービスの提供には「電信業務経営

許可証」が必要となる。 

外資の電気通信サービス参入については、電信条

例に基づき制定された「外商投資電信企業管理規定」 

（2001 年 12 月公布、2008 年 9 月、2016 年 2 月、

2022年3月改正）及び「電信業務経営許可管理弁法」

（2017年9月施行）により参入条件が規定されている。 

中国はこれまで、経営範囲、出資比率、営業地域、最

低資本金等の制限を段階的に緩和している。現在、サ

ービス提供地域の制限は撤廃されているが、出資比率

は、基礎電信業務については 49 ％以下、付加価値電

信業務（電子商取引、国内マルチ通信、データの保

存・転送、コールセンターを除く）については 50 ％

以下と規定されている。基礎電信業務及び付加価値電

信業務の内容は、2015 年 12 月に改訂された「電信業

務分類目録」に具体的に列挙されている。しかしなが

ら、これらのうち、実際に外資が提供できているサー

ビスは限定的である。一部の外資出資比率規制はこれ

までに撤廃されているものもあるが、現地日系企業等

からの要望も高いデータセンターやクラウドサービス

等の付加価値電信サービスにおいて、依然として外

資の参入規制が設けられている。 

この点、2010 年 5 月、国務院は「民間投資の健全

な発展を奨励・指導することに関する若干の意見」

を公布し、民間資本が資本参加の形で基礎電気通信

の運営市場に参入することを認めている。また、

2012 年 12 月に開催された 2013 年全国工業・情報化

工作会議では、移動通信の再販業務やアクセス網業務

の試行への民間参入を推進することを表明してい

る。 

WTO 加盟時の約束に沿った電気通信事業の基本法

たる「電信法」は長らく制定されないままで、2022

年度の国務院立法計画において、電信法草案等を全

人代常務委員会に提出する準備を行うと記されてい

るが、制定に向けた動きはない。 

＜国際ルール上の問題点＞ 

WTO 加盟以前の中国では、電気通信サービス販売

を厳しく制限し、外資の参入を禁止していたが、加

盟時に以下のような約束を行い、国内制度上も対応

を図っている。 

①基本電気通信サービス（公衆の通信インフラ設備

やデータ通信・音声通信サービス等）のうち、国内・

国際電話等のサービス：外資出資上限 49％ 

②移動体通信サービス：外資出資上限 49％ 

③情報・データベース検索等の付加価値サービス： 

外資出資上限は 50％ 

一方で、関連する規制措置の運用に関しては、そ

の公平な態様での運用を定めた GATS 第 6 条（国内

規制）の規律に違反している可能性がある。また、

中国は同時に電気通信に関する参照文書について

も約束しているところ、「免許条件の公の利用可能

性」等約束事項への違反がないか、注視する必要が

ある。 

 

＜最近の動き＞ 

我が国は最低資本金規制の撤廃、外資規制の撤

廃・緩和等に関して、WTO ドーハ・ラウンド交渉、

日中経済パートナーシップ協議、 WTO 中国経過的審査

メカニズム（ TRM ）等を通じ、中国に対し要望・加

盟約束の履行を促してきたが、今後も通商交渉にお

いても電気通信サービスの規制状況を注視する必要

がある。また、外国産ドラマ・アニメの放送・コン
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ピュータ関連サービスなどの隣接サービスにも WTO 

上の約束に反する形で通信サービスの規制が過度にか

かってくることにならないか、注意が必要である

（※）。 

なお、工業・情報化部が 2015 年 6 月 19 日付で公布

した「オンラインデータ処理と取引処理業務（経営類

電子商取引）の外資持分比率制限の開放に関する通告」

（工信部通[2015]196 号）により、従来 50％が上限と

された外資持分制限が撤廃された。 

「電信業務分類目録」は 2003 年の施行以来見直し

が行われず、飛躍的な発展を遂げた電気通信サービス

の実態をカバーした内容ではなかったが、2013 年 5 

月に改正案に対するパブリックコメントが募集され、

2015 年 12 月に改訂版が発表された（2016 年 3 月施

行）。なお、当該改訂版「電気通信業務分類目録」に

おいて、移動通信の再販は基礎電信業務として明確に

分類されており、その商用サービスの開始に際しては、

外資の出資比率の上限は49％となることが想定される。 

2019 年 6 月 30 日、国家発展改革委員会及び商務部

は、「外商投資参入特別管理措置」（2019 年版ネガテ

ィブリスト）を発表した。付加価値電信分野では、国

内マルチ通信、データの保存・転送、コールセンター

の 3 つの業務項目に対して外資への制限を撤廃し

た。なお、2022年1月1日に「外商投資参入特別管理

措置」（2021年版ネガティブリスト）が施行されて

いるが、付加価値電信分野は2019年版から変更なし。 

 

（※）外国映画・ドラマ・アニメの放

送・配信に関する規制 

 

①外国テレビ・ネット配信番組に係る許認可 

2004年10月から施行されている「外国テレビ番組

導入、放映管理規定」に基づき、外国テレビ・ネッ

ト配信番組は国家ラジオテレビ総局（ラテ総局）に

よる検閲を得る必要がある。 

また、2010年に制定された「テレビドラマ内容管

理規定」に基づき、外国テレビ・ネット配信番組に

ついてラテ総局が発行する「テレビドラマ発行許可

証」を得る必要があり、さらにアニメについては

「インターネット文化管理暫定規定」に基づき、文

化部が発行する「インターネット文化経営許可証」

を取得する必要がある。 

 

②外国テレビ番組の量的規制・時間規制 

「外国テレビ番組導入、放映管理規定」により、

外国映画・ドラマ・アニメは、その日に放送するテレ

ビドラマ・映画・アニメの 25％、全放送時間の15％

を超えることができないこと、ラテ総局の許可を受

けずに、外国映画・ドラマ・アニメはゴールデンタ

イム（午後 7 時～午後 10 時）に放送してはならな

いとされている。 

特に、外国アニメについては、2008 年 2 月「テレ

ビアニメ放送管理の一層の規範化に関する広電総

局の通知」により、午後 5 時～午後 9 時までの時間

帯、外国アニメの放送が禁止され、未成年を対象と

するチャンネルにおいて、全放送時間帯における外

国アニメと中国国産アニメの放送時間の比率が 3：7 

まで制限された。 

 

③外国映画及びドラマのネット配信に係る量的規制 

2014 年 9 月「インターネット上の外国映画・ドラ

マ管理の確実な実施のさらなる推進に関する広電

総局の通知」により、インターネット動画サイトが 

1 年に外国映画・テレビドラマを購入・配信する総

量は、その前の年に購入・配信した国産映画・テレ

ビドラマの 30％を超えてはならないとされ、また、

向こう1年間にネット配信する予定の全ての外国映

画・ドラマに係るラテ総局等での許可申請が必要

とされた。 

 

④外国リメイク／フォーマット番組の量的規制・

時間規制 

2016 年 6 月に広電総局（当時）が内容を公表した

「テレビ放送番組の自主的な革新作業を強力に推

進することに関する通知」では、衛星放送の総合チ

ャンネルにおける外国リメイク／フォーマット番組

は、午後 7 時半～午後 10 時半までに放送できるのは 

1 年間に 2 本を超えてはならない等の内容が規定

された。 

その後、2017 年 8 月に広電総局が内容を公表した

「衛星テレビ放送の総合チャンネルを文化性のある

マスメディアプラットフォームとするための通知」

では、毎年新しく導入するリメイク／フォーマット

の番組の上限を１本とすると共に、初年度におい

てゴールデンタイム（午後7時～午後10時）におけ

る外国リメイク／フォーマット番組の放送禁止等が
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規定されている。 

 

⑤放送番組輸入手続規制 

2012年2月に広電総局が内容を公表した「海外映

画・テレビドラマの輸入及び放送管理の更なる強化と

改善に関する通知」に基づき、外国テレビ番組の輸入

申請の受付は年2回（1月及び7月の1日から10日まで）

とし、輸入する番組は原則として50話以内とすること

が規定されている。 

  

⑥外国テレビ番組導入、放映管理規定の改正検討 

外国テレビ番組及びネット配信番組については「外

国テレビ番組導入、放映管理規定」の改正が検討され

ており、規制上の論点は以下のとおり。 

 ・内容規制（未成年の合法な権益を侵害しあるいは

未成年の心身の健康を害するものでないこと）の

追加 

 ・国務院ラジオテレビ主管部門の批准を経ずに、ラ

ジオテレビ放送機関における午後7時～午後10時

の時間帯での外国の視聴番組を禁止 

 ・ラジオテレビ放送機関の各チャンネルが毎日放送

する外国の映画・テレビドラマ・アニメ・ドキュ

メンタリー・その他の外国テレビ番組を、当該日、

当該区分の番組の全放送時間の30％以内に規制 

 ・ネット配信における外国映画、テレビドラマ、ア

ニメ、ドキュメンタリーその他の外国テレビ番組

を、当該カテゴリーの配信番組の総量の30％以内

に規制 

2018年9月20日から10月19日にかけて制定案につき

パブリックコメントが行われており、日本政府として

外国コンテンツ分野の規制緩和・撤廃及び透明化、内

容の明確化や透明性をもった運用、国際慣行との整合

性の確保について意見を提出している。 

  

⑦ラジオテレビ法の制定検討 

従前の規制を集約した「ラジオテレビ法」の制定が

検討されており、規制上の論点は以下のとおり。 

 ・テレビ放送及びネット配信における事業者による

番組の放送前審査、再放送等の再審査の実施を規

定。 

 ・域外のラジオテレビ番組の輸入等において、国務

院ラジオテレビ主管部門若しくは省、自治区、直

轄市人民政府ラジオテレビ主管部門の許可の取得

を義務化 

2021年３月16日から４月16日にかけて制定案につ

きパブリックコメントが行われており、日本政府と

して外国コンテンツ分野の規制緩和・撤廃及び透明

化、内容の明確化や透明性をもった運用、国際慣行

との整合性の確保について意見出ししている。 

 

（４）金融 

  ＊本件は、WTO 協定をはじめとする国際ルール整

合性の観点からは明確に問題があると言えない

貿易・投資関連政策・措置であるが、以下の懸

念点に鑑み、掲載することとした。 

 

①保険 

＜措置の概要＞ 

保険法第95条では保険会社の経営範囲として、国

務院保険監督管理機構が批准する保険に関連する

「その他の業務」が認められているが、外資保険会

社管理条例（第15～18条）では（生命保険、疾病保

険、傷害保険などの保険事業を含む）人身保険事業

や（財産損害保険、責任保険、信用保険、保証保険

などの保険事業を含む）財産保険事業以外の国務院

保険監督管理機関の審査・許可を経た保険に関する

「その他の業務」が認められていない。（保険法第

95条） 

 

＜懸念点＞ 

外資保険会社管理条例（第15～18条）には、「そ

の他の業務」の記載がないことから、人身保険事業

や財産保険事業以外の国務院保険監督管理機関の審

査・許可を経た保険に関するその他の業務の実施の

制限によって顧客サービスの向上が妨げられている。

例えば、外資損害保険会社は、消費者の利便性や満

足度を向上させるために、企業に対するリスク管理

サービスや、日本での保険加入者が中国で事故に遭

った場合のアジャスティング業務（審査業務）サー

ビスなどを総合的に提供できない。 

 

＜最近の動き＞ 

本件に関する特段の動きはないが、引き続き動

向を注視するとともに、本規制の改善を求めてい

く。 
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②銀行 

＜措置の概要＞ 

中国当局は不動産や株式への投機的資金（ホッ

ト･マネー）の流入を防ぐために外貨流入に制限をか

ける外債枠規制を設けている。 

 

＜懸念点＞ 

中国企業による中国国外の金融機関、企業からの

外資による借入は「外貨建債務（外債）」と呼ばれ、

外債枠規制により外資系銀行の資金調達手段・限度

額が制限されている。銀行の外資調達に制限がある

ため、企業の調達にも制約が生じている。地場銀行

にも同様の規制が適用されているものの、日系中小

企業や純資産の小さな企業は中国国内での調達が難

しく、オフショア調達を利用する傾向にあるが、海

外からの資金調達に上限が設定されており、資金調

達に支障が生じる可能性がある。 

 

＜最近の動き＞ 

2017年1月、中国人民銀行は、「全範囲クロスボ

ーダー金融のマクロプルーデンス管理に関する通知」

（銀発〔2017〕9号）を公布し、中国の外商投資企

業及び外資系金融機関は、外資発行の上限設定にお

いて、複数のモデルを選択可能となった。（当初1

年間を移行期間としたが、延長中）。 

新型コロナウイルスの感染拡大を背景とした企業

の財政悪化を防止するため、2020 年 3 月 、中国人

民銀行及び国家外貨管理局は、「全範囲クロスボー

ダー融資のマクロプルーデンス政策因数の調整に関

する通達」（銀発〔2020]64 号）を公布し、マクロ

プルーデンス管理モデルを採用する企業は、外債枠

が純資産の2.0倍から2.5倍に拡大した。 

人民元高の圧力を緩和するため、2021 年1 月、中

国人民銀行及び国家外貨管理局は、「企業の全範囲

クロスボーダー融資のマクロプルーデンス政策因数

の調整に関する通達」（銀発〔2021〕5 号）を公布

し、マクロプルーデンス管理モデルを採用する企業

は、外債枠が純資産の2.5倍から2.0倍に縮小した。 

その後、人民元安の影響を緩和するため、2022年

10月、中国人民銀行及び国家外貨管理局は、再度、

企業の全範囲クロスボーダー融資のマクロプルーデ

ンス管理モデルを採用する企業は、外債枠が純資産

の2.0倍から2.5倍に再度拡大した。 

（５）中国サイバー・データ関連規制 

＜措置の概要＞ 

中国政府は、近年、サイバーセキュリティ及びデ

ータセキュリティに関して、様々な法令等を整備し

ている。2017 年 6 月施行のサイバーセキュリティ

法に続き、2021 年 9 月にはデータセキュリティ法、

同年 11 月には個人情報保護法が施行された。これ

ら三法により、中国はデータ保護に関する法体系を

確立したとも言われる。 

現在、これら三法の全部又は一部に関連する複数

の下位法令等の整備が加速している。特に、自動車

データセキュリティ管理の若干の規定 （下記４）

⑥参照）や工業・情報化分野データ安全管理弁法

（試行）（下記４）⑦参照）等の業界別の法令等や、

個人情報保護法（下記３）参照）の越境移転規制の

要件を具体化するデータ越境移転安全評価弁法（下

記４）⑧参照）等）が相次いで公表等されており、

今後整備される法令等にも注意が必要である。 

 

１）サイバーセキュリティ法 

本法は、サイバー空間の主権及び国家の安全の

維持等を目的として、ネットワークの構築・運営

やサイバーセキュリティの監督等に適用される。 

具体的には、例えば、(1)ネットワーク基幹製

品やサイバーセキュリティ専用製品について、関

連の国家規格の強制的な要求事項に従うことを

求めるとともに、また、これらの製品の販売及び

提供前に安全認証への合格又は安全検査での適

合を義務化し、(2)「重要情報インフラ」（定義

は下記４）②参照）の運営者による一定の個人

情報及び「重要データ」の中国国内保存義務及び

越境移転規制(一定の中国国外へのデータ移転に

は安全評価を求める)等を規定している。 

本法は、一定の場合には国外の機関、組織及

び個人も対象とする。 

なお、2022年9月、処罰規定の修正等を伴う本

法改正案がパブリックコメントに付されている。 

 

２）データセキュリティ法 

本法は、中国国内の全てのデータの処理活動

（収集・保管・使用・加工・転送・提供・公開等）
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及びそのセキュリティの管理監督の実施にあたって

適用される。また、中国国外においてデータ処理

活動を実施する場合においても、中国の「国家安

全、公共の利益又は国民、組織の合法的権益を損

なった場合は、法に基づき法的責任を追及する」

と規定されており、一定の場合には国外のデータ

処理活動も対象となる。 

本法は、データをその重要性及び改ざん・漏洩

等された場合における危害の程度に基づき分類し

保護する「分類等級区分保護制度」を規定しており、

今後具体的に策定される「重要データ保護リスト」

に組み入れられたデータが重点保護の対象となる。

また、本法は、国がデータセキュリティ審査制度

を構築し、国の安全に影響し又は影響しうるデー

タ処理活動に対して安全審査を行うものとする。 

さらに、データセキュリティ保護義務を規定する

とともに、「重要データ」の処理者に対し、データ

セキュリティ保護責任の具体化や定期的リスク評価

の実施等、より重い義務を課している。 

なお、一定の規制品目に該当するデータについて

は輸出規制を実施するとしており、データ越境移転

に対する規制が本法に基づいて強化される可能性が

ある。 

 

３）個人情報保護法 

中国初の包括的な個人情報保護法となる本法は、

個人情報を中国国内で処理する活動だけでなく、中

国国内の個人情報を中国国外で処理する活動であっ

ても、①国内の自然人に製品又はサービスを提供す

ることを目的とする場合、②国内の自然人の行為を

分析、評価する場合、又は、③法律、行政法規に定

めるその他の事由のいずれかに該当する場合には適

用される。 

本法は、個人情報処理活動における個人の権利

（訂正・削除権等）や、個人情報処理者の義務等

を規定するとともに、個人情報の国外提供に係る

章を設け、その中で、「重要情報インフラ運営者」

及び「処理する個人情報が国家インターネット情報

機関の規定量に達する個人情報処理者」に対して、

中国国内で収集し、生じた個人情報の国内保存義

務を課すとともに、国外に提供する確かな必要性

がある場合は、国家インターネット情報機関による

安全評価に合格しなければならないとしている。 

なお、本法は、「個人情報処理者」が業務等

の必要により中国国外に個人情報を提供する確

かな必要性がある場合には、①国家インターネ

ット情報機関による安全評価への合格、②国家

インターネット情報機関の規定による専門機関

による個人情報保護認証の実施、③国家インタ

ーネット情報機関が指定する標準契約に従い国

外の受領者と契約を締結し、双方の権利及び義

務を約定していること、又は、④法律、行政法

規又は国家インターネット情報機関が定めるそ

の他の条件のいずれかを満たしていなければな

らないとしている。各要件（上記①ないし④）

に関連する法令等として、2022年9月にデータ越

境移転安全評価弁法（上記①に該当）が施行さ

れ（下記４）⑧参照）、2022年12月に「サイバ

ーセキュリティ規格実践ガイドライン－個人情

報の越境処理活動セキュリティ認証規範－」

（上記②に該当）が公表された。また、2022年6

月に個人情報越境標準契約規定案（上記③に該

当）がパブリックコメントに付された（本報告

書執筆時点において未成立）。 

 

 ４）サイバー・データ関連下位法令等 

上記のとおり、サイバーセキュリティ法、デー

タセキュリティ法及び個人情報保護法が施行され

た現在、これら三法に関連する下位法令等の整備

が加速している。 

①サイバーセキュリティ審査弁法 

2020 年 6 月 1 日施行の本弁法（2022 年 2 月 

15 日改正法施行）は、①「重要情報インフラ運

営者」によるインターネット製品・サービスの

調達、又は、「ネットワークプラットフォーム

運営者」によるデータ処理活動が、国の安全に

影響を与え、又は影響を与える可能性がある場

合、また、②100 万人を超えるユーザーの個人

情報を把握する「ネットワークプラットフォー

ム運営者」が国外で上場する場合、サイバーセ

キュリティ審査弁公室にサイバーセキュリティ

審査を申請しなければならないとした。 

 

②重要情報インフラ安全保護条例 

2021 年 9 月 1 日施行の本条例は、「重要情報

インフラ」（公共通信及び情報サービス、エネ
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ルギー、交通、水利、金融、公共サービス、電子

行政、国防科学技術工業等の重要業界及び分野の、

並びにその他のひとたび破壊、機能喪失又はデー

タ漏えいを受けた場合に、国の安全、国の経済と

人民の生活、公共の利益を著しく脅かすおそれの

ある重要ネットワーク施設、情報システム等）の

認定制度を創設するとともに、「重要情報インフラ

運営者」に対して、関連する法律や国家規格の強制

要件等に従って技術的保護措置等を講じることをは

じめ、様々な義務を課している。 

 

③データ安全管理弁法案 

本弁法案（2019 年 5 月にパブリックコメントが

実施されたが本報告書執筆時点において未成立）

は、「インターネット事業者」に対し、事業目的で

重要データ又は要配慮個人情報を収集する場合の

届出を義務付けるとともに、重要データの発信・共

有・取引又は国外提供する前に生じ得る安全リスク

を評価し、当局に報告して同意を取得することを義

務付けている。また、国務院の関連主管部門が職責

遂行における必要上、法律、行政法規の規定に従

って、「インターネット事業者」が保有する関連デ

ータの提供を求めた場合、「インターネット事業者」

は、当該関連データを提出しなければならないとし

ている。 

 

④個人情報の国外提供の安全評価弁法案 

本弁法案（2019 年 6 月にパブリックコメントが

実施されたが本報告書執筆時点において未成立）

は、「ネットワーク運営者」が中国国内の事業の

中で収集した個人情報を国外に提供する場合には、

本弁法に照らして安全評価を行うものとするとし

たうえで、安全評価の内容及び手続等を規定して

いる。安全評価を経て、国外提供が国家安全保障に

影響若しくは公共利益に損害を与える可能性がある、

又は個人情報の安全を有効に保障しがたいと認め

られる場合には、個人情報の国外提供を禁止して

いる。 

 

⑤サイバーセキュリティ等級保護条例案 

本条例案（2018年にパブリックコメントが実施

されたが本報告書執筆時点において未成立）は、

ネットワークをその重要度等に応じて5つのセキ

ュリティ保護等級に分類し、例えば、第3級以上

のネットワークの運営者に対してセキュリティ

保護等級に適応したネットワーク製品及びサー

ビスを取り入れることを義務付けたり、第3級以

上のネットワークについて国家暗号管理部門が認

可した暗号化技術等の利用を義務付けたりしてい

る。 

なお、サイバーセキュリティ等級保護条例案

の中国における検討状況について、日本政府は、

TBT委員会において、情報提供を求めるとともに、

透明性のある制度が措置されるよう要請してい

るところである。 

 

⑥自動車データセキュリティ管理の若干の規定

（試行） 

2021 年 10 月 1 日施行の本規定は、「自動車

データ処理者」（自動車データ処理活動を実施

する組織をいい、自動車メーカー、部品及びソフ

トウェアサプライヤー、ディーラー、メンテナン

ス業者並びにモビリティサービス企業等を含む）

に対して、本規定上の「重要データ」（例えば、

顔情報、ナンバープレート情報等を含む車外の

動画、画像データ、個人情報主体に関連する 10 

万人を超える個人情報等）の越境移転規制及び国

内保存義務等を課している。 

なお、法的拘束力はないが、2021 年 10 月にパ

ブリックコメントに付された「情報安全技術 

自動車データ収集の安全要求」国家標準（本報

告書執筆時点において未成立）は、車外データ、

座席データ及び位置・走行履歴データの越境移転

を禁止しており、「自動車データセキュリティ管

理の若干の規定（試行）」よりも厳しい規定とな

っている。 

 

⑦工業・情報化分野データ管理弁法（試行） 

2023年1月1日施行の本弁法は、「工業・情報

化分野データ」を一般データ、重要データ、中

核データの3等級に区分し、等級に応じた規制を

設けている。例えば、本弁法は、工業・情報化

分野のデータ処理者に対して、「重要データ」及

び「中核データ」の越境移転規制及び国内保存義

務を課している。越境移転規制により、「重要デ

ータ」及び「中核データ」について国外に提供
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する必要が確かに認められる場合には、法令に基

づきデータの越境移転のためのセキュリティ評価

を実施しなければならない。なお、「重要データ」

及び「中核データ」については、関連政府機関が今

後詳細目録を作成し、工業・情報化分野のデータ

処理者は自組織の詳細目録を作成することとされ

ている。 

 

⑧データ越境移転安全評価弁法 

2022 年 9 月1日施行の本弁法は、①データ処理

者が国外に重要データを提供する場合、②重要情

報インフラ運営者及び100万人以上の個人情報を

処理するデータ処理者が国外に個人情報を提供す

る場合、③前年の1月1日から累計で国外に10万人

の個人情報又は1万人の機微な個人情報を提供し

たデータ処理者が国外に個人情報を提供する場合、

又は、④国家インターネット情報機関が定めるそ

の他のデータ越境移転安全評価の申告を必要とす

る事由がある場合、データ越境移転安全評価の申

告を義務付け、データ越境移転安全評価の詳細等

規定している。 

 

⑨ネットワークデータ安全管理条例案 

本条例案（2021 年 11 月にパブリックコメント

が実施されたが本報告書執筆時点において未成立）

は、中国国内のみならず、中国国外において中国

国内の個人や組織のデータを処理する一定の場合

にも適用される。 

また、100万人以上の個人情報を処理する「デ

ータ処理者」が国外で上場する場合を含む一定の

場合には、「データ処理者」にネットワーク安全

審査の申告を義務付けている。 

さらに、「データ処理者」が業務等の必要によ

り中国国外へデータを提供する場合には、国家イ

ンターネット情報機関によるデータ国外移転安全

評価への合格や、「データ処理者」と「データ受

信者」がインターネット情報機関の認定する専門

機関による個人情報保護認証への合格等の条件を

具備することが求められている。さらに、「デー

タ処理者」が国外にデータを提供する場合、指定

された目的、範囲、方法、データの種類や規模に

限定した提供や、関連記録の三年以上の保管等、

様々な義務が規定されている。なお、こうした越

境移転規制の対象には、非個人データも含まれ

ている。 

 

⑩ネットワーク製品セキュリティホール管理規定 

2021年9月施行の本規定は、「ネットワーク製

品提供者」に対して、ネットワーク製品のセキ

ュリティホール管理義務を課している。具体的

には、例えば、提供したネットワーク製品にセ

キュリティホールがあることを発見した場合は2

日以内に政府に報告することを義務付けている。 

また、本規定は、ネットワーク製品のセキュ

リティホールの発見、収集に従事する組織又は

個人に対して、「ネットワーク製品提供者」に

よるセキュリティホールの補修措置の提供前に

脆弱性情報を発表すること、及び、未公開のネ

ットワーク製品セキュリティホール情報を「ネ

ットワーク製品提供者」以外の海外の組織また

は個人に提供することなどを禁止している。 

 

＜国際ルール上の問題点＞ 

１）サイバーセキュリティ法 

本法の用語の定義や安全認証等の具体的な要件、

規格及び適合性評価手続の内容、対象範囲等につい

て不明確な部分が多い。強制規格及び適合性評価手

続が国際規格や国際標準化機関の指針等を基礎として

用いていない場合は、TBT 協定第 2.4 条及び第 5.4 

条に違反する可能性がある。さらに、サイバー空間の

主権及び国家安全の維持等という目的と、強制規格

や適合性評価手続等の具体的な措置との関係におい

て、措置の内容が目的に比して必要以上に貿易制

限的な場合は、TBT 協定第 2.2 条及び第 5.1.2 条に

違反する可能性がある。 

本法は、上記１）のとおり、「重要情報インフ

ラ」の運営者に対し、一定の個人情報及び「重要

データ」の国内保存義務及び越境移転規制を課し

ている。グローバルに事業を展開する外国事業者

は、一般的に中国国外のサーバやクラウドサービ

スを利用して、収集したデータを一元的に管理し

ていると推察され、国内保存義務により、中国国

内に別のサーバを用意することになると、追加的

な負担が発生し、市場参入や事業継続検討時の懸

念材料になると同時に、中国国内でデータを集約

し管理している事業者に比べて、事実上不利な競
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争条件に置かれる可能性がある。また、中国国内で

データを保存する上でのセキュリティリスクも払拭

されない。越境移転規制により、中国国外へのデー

タ移転が制限されると、特に恒常的にデータを越境

移転する必要性が高い外国事業者等へのコスト負担

が大きく、また、データの分析・活用を通じた円滑

なビジネス活動が阻害される恐れがある。このよう

に、外国事業者が中国国内事業者よりも事実上不利

に扱われる場合には、GATS 第 17 条並びに RCEP 協

定第 8.4 条及び第 10.3 条の内国民待遇義務に違反

する可能性がある。その他、関係法令で規定する国

家規格や評価基準等が、客観性、透明性を欠き、又

は、サービスの質を確保するために必要以上に大き

い負担となる場合、措置の客観性・公平性の確保を

規定したGATS 第 6 条に違反する可能性もある。 

また、一定の個人情報及び「重要データ」の国内

保存義務や越境移転規制は、運用によっては、RCEP 

協定第 12.14 条（コンピュータ関連設備設置要求禁

止）及び第 12.15 条（情報の自由な越境移転の原則）

への抵触の恐れもある。 

 

 ２）データセキュリティ法 

本法の安全審査について、用語の定義や審査の具

体的基準等について不明確な部分が多い。外国事業

者が不利に扱われるような恣意的な運用がなされる

場合は、 GATS 第 17 条並びに RCEP 協定第 8.4 条

及び第 10.3 条の内国民待遇義務に違反する可能性

がある。 

また、本法は、上記＜措置の概要＞の１）のとお

り、一定の規制品目に該当するデータの輸出規制を

実施するとしているが、これがデータの国内保存義

務又は越境移転規制を指すのであれば、上記１）同

様の理由から、外国事業者が中国国内事業者よりも

事実上不利に扱われる場合には、GATS 第 17 条並び

に RCEP 協定第 8.4 条及び第 10.3 条の内国民待遇

義務に違反する可能性があり、また、運用によって

は、RCEP 協定第 12.14 条（コンピュータ関連設備

設置要求禁止）及び第 12.15 条（情報の自由な越境

移転の原則）への抵触の恐れもある。 

 

 ３）個人情報保護法 

個人情報保護法おいて、条文中に用いられている

用語の定義が不明確であり、また、「他の法令定め

がある場合にはそれに従う」とされているため、

規制の対象範囲や基準等について不明確な部分が

多い。そのため、外国事業者が、事実上不利な競

争条件に置かれるといったことが懸念されている。 

本法は、上記＜措置の概要＞の３）のとおり、

「重要情報インフラ運営者」及び「処理する個人

情報が国家インターネット情報機関の規定量に達

する個人情報処理者」に対し、個人情報の国内保

存義務及び越境移転規制を課しているため、上記

１）同様の理由から、外国事業者が中国国内事業

者よりも事実上不利に扱われる場合には、GATS 第 

17 条並びに RCEP 協定第 8.4 条及び第 10.3 条の

内国民待遇義務に違反する可能性があり、また、

運用によっては、RCEP 協定第 12.14 条（コンピュ

ータ関連設備設置要求禁止）及び第 12.15 条（情

報の自由な越境移転の原則）への抵触の恐れもあ

る。 

 

４）サイバー・データ関連下位法令 

サイバーセキュリティ法、データセキュリティ

法及び個人情報保護法の下位法令も、上記１）な

いし３）同様に、国内保存義務及び越境移転規制

を規定しているため、上記１）ないし３）と同様

の理由から、外国事業者が中国国内事業者よりも

事実上不利に扱われる場合には、GATS 第 17 条並

びに RCEP 協定第 8.4 条及び第 10.3 条の内国民

待遇義務への違反となる可能性があり、また、運

用によっては、RCEP 協定第 12.14 条（コンピュー

タ関連設備設置要求禁止）及び第 12.15 条（情報

の自由な越境移転の原則）への抵触の恐れもある。 

 

＜最近の動き＞ 

サイバーセキュリティ法、データセキュリティ法、

個人情報保護法及びサイバー・データ関連下位法令

については、草案段階から日本政府や業界から意見

書提出や懸念表等を行ってきた。国際ルール上の問

題点の中でもGATS に関する懸念については、2017 

年 6 月以降の WTO サービス貿易理事会においても、

サイバーセキュリティ措置として米国と共同で議題

登録し継続して表明してきている。サイバーセキュ

リティ法及びサイバーセキュリティ等級保護条例案

に関しては、TBT委員会においても懸念表明及び事

実確認を行っている。 
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直近では、2021 年 10 月に実施された WTO 対中貿

易政策検討会合（TPR）においても、サイバー・デー

タ関連の規制について、データの自由な流通を妨げ

るおそれがあるとの懸念を表明した。また、2022年 

9 月 5 日に実施した第 20 回経済産業省と中国商務

部との次官級定期協議や、2023 年 2 月に実施した日

中経済パートナーシップ協議等において、サイバ

ー・データ関連の規制について議論を行った。なお、

サイバー・データ関連規制においては、国家安全及

び犯罪捜査のために公安機関や国家安全機関に対し

ての協力義務が規定されていること等について、ビ

ジネス上の懸念も大きい。 

今後も、サイバーセキュリティ法、データセキュリ

ティ法、個人情報保護法及び関連下位法令等の改正や

運用の状況等を注視するとともに、関係国と連携しつ

つ、WTO サービス貿易理事会、TBT 委員会や、二国間

協議等を通じて、中国に対し是正を促していく。 

 

 

 

［加盟に伴う約束］ 

 

中国の知的財産保護制度は、同国の模倣品・海賊版

等の不正商品問題の深刻化等を反映して、加盟作業部

会において、加盟国側（特に先進諸国）が特に強く改

善を求めた分野の 1 つであった。同部会での交渉の結

果、中国は、TRIPS 協定上の義務を、開発途上国等に

係る経過措置の適用を求めることなく、加盟時点にお

いて遵守するとし、具体的に、専利法（特許・実用新

案・意匠を含む）、商標法、著作権法等の法制を 

TRIPS 協定に整合させるために改正・整備することを

約束した。更に、権利行使に関しても、損害賠償額の

適正化、差止制度の整備、行政措置の強化、国境措置

の強化、刑事罰の適用要件の緩和、更には一般人に

対する教育・啓発等を通じ、TRIPS 協定上の義務を

履行することを約束している。 

 

［実施状況］ 

 

中国における知的財産の保護に関する最近の動

きとして、中国共産党中央委員会と国務院により、

2021 年 9 月に「知的財産権強国建設綱要（2021 

～2035 年）」、2021 年 10 月に「国家標準化発展

綱要」が公表され、知財を国家発展や国際的な競

争力への戦略的資源と位置づけ、知財のデジタル

トランスフォーメーションへの注力や、国際標準

への影響力の強化などの方向性が示され、本綱要

に沿った今後の新規立法や各種政策立案の動向が

注目される。加えて、北京、上海、広州への知識

産権法院の設立や各中級人民法院への知的財産権

案件に関する専門的法廷の設置につづき、2019 年 

1 月に施行された「専利など知的財産権事件の訴訟

手続の若干問題に関する決定」により、特許等に

関わる民事、行政事件の第二審の権限を最高人民

法院に集約することが定められた。また、2020 年 

12 月には、4 か所目の知識産権法院となる海南省

自由貿易港知識産権法院が設立された。このよう

に、司法分野においても、一層の判断の統一・専

門家による知財保護の強化が期待される。 

2019 年 4 月には商標法が改正され、同年 11 月

に施行された。本改正では悪意による商標出願行

為（いわゆる冒認出願行為）の規制強化に加え、

商標権の侵害行為に対する懲罰が強化された。

2021 年 3 月には、国家知識産権局により「悪意に

よる商標の冒認出願行為に対する取締り特別行動

計画」が公表され、社会的悪影響を与える商標冒

認出願の厳格な取締りや関連組織の連携強化等の

措置を実施することを決定した。また、2023 年 1 

月には商標法改正草案が公表された。本改正草案

では悪意の商標登録の規制や商標の使用義務など

に関する規定が強化ないし追記されている。 

2020 年 10 月には専利法が改正され、懲罰的賠

償制度の導入、法定賠償額の上限の引き上げ、部分

意匠制度の導入、意匠権の保護期間の延長等、権利

保護を強化している。また、2020 年 11 月に著作

権法が改正され、インターネット上の著作権保護に

関する規定の明確化、保護対象の拡大、懲罰的賠償

制度の導入、法定賠償額の上限の引き上げ等、専利

法と同様に権利保護を強化しており、いずれも 

2021 年 6 月に施行された。なお、専利法の改正に

伴い、2022 年 10 月に、専利審査指南改正草案が

公表された。過去 2 回実施されたパブリックコメ

ントを踏まえ、本改正草案には、専利解放許諾制度

における具体的運用の規定や、専利権評価報告書

知的財産 
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での被疑侵害者に関する規定の明確化などが含まれ

ている。 

2021 年 12 月には種子法が改正され、2022 年 3 

月に施行された。本改正では、繁殖材料だけでなく

収穫物までを保護対象に加えるとともに、処罰強化

の規定などが含まれている。 

その他過去の動向については、2019 年版不公正貿易

報告書 43 頁参照。 

 

［問題点］ 

 
中国における知的財産制度は、法制の整備という面

のみについて見れば、いくつかの点については、さら

なる改善が必要又は望ましいと考えられるものの、

ほぼ TRIPS 協定に整合的な内容となったと考えられる。 

他方、模倣品・海賊版等の知的財産権侵害品の流

通実態という点では、かねてから問題視されてきた

ように、中国政府当局の積極的な取組にもかかわら

ず、最近に至っても中国発の模倣品被害は後を絶た

ず改善は十分とは言えない。 

日中知的財産権ワーキング・グループ、日中経済パ

ートナーシップ協議等において、模倣品・海賊版等へ

の対策に関する議論を行い、知的財産全般の保護の強

化に向けて取り組んでいるところではあるが、以下に、

さらなる是正・改善が望まれる事項を具体的に指摘す

る。 

 

（１）模倣品・海賊版等の不正商品に関

する問題 

 

知的財産権の保護には、まずは実体的な規定の整

備が必要であるが、この点については、WTO 加盟を

契機とした、中国の一連の法改正や、2019 年の商標

法、反不正当競争法等の改正、また2020 年の米中貿

易合意の影響等を踏まえた専利法、著作権法等の改

正により改善が図られてきている点は評価できる。

しかしながら、TRIPS協定及び国内法により規定さ

れている知的財産権の保護を実効的なものとならし

めるために、民事手続・行政手続・刑事手続等を利

用した権利行使（エンフォースメント）が、より迅

速かつ効率的になされる必要がある。また、巧妙化

した模倣品業者、インターネットを隠れ蓑とした模

倣品、国境をまたぐ模倣品流通経路への対策など

新たな課題への対応も必要である。 

なお、2019 年度に我が国企業が受けた模倣被害

のうち、製造、経由、販売・提供のいずれにおい

ても中国（香港を除く）が最多であったとする調

査結果（特許庁「2020 年度模倣被害調査報告書」

（2021 年 3 月））、及び、我が国税関での知的

財産侵害物品の輸入差止件数28,270 件における仕

出国の構成比においても、中国の比率が全体の 7 

割強（77.4％、21,885件）と引き続き高水準であ

ったという調査結果（財務省「令和3年の税関にお

ける知的財産侵害物品の差止状況」（ 2022 年 3 

月））を踏まえると、我が国企業にとって知的財 

産権侵害発生国は依然として中国がトップである。 

 

以下に、今後の中国における模倣品対策の主に

エンフォースメント面での問題点を指摘する。 

 

＜国際ルール上の問題点＞ 

①不十分な行政上及び民事上の救済と刑事制裁 

中国における知的財産権侵害に対しては、行政上

の取締り（行政当局による侵害行為の停止、過料の

課徴、侵害製品の差し押さえ及び廃棄等）、水際取

締り、民事上の救済（裁判所の判決に基づく差し止

め、損害賠償、謝罪広告による名誉回復措置等）、刑

事上の制裁（懲役、罰金等）が法令により定められ

ている。 

 

（行政上の取締り） 

行政上の取締りを実施する主な機関は市場監督

管理局である。2021 年における行政上の取締りは、

専利権侵害で 4.98 万件超（前年比＋ 18.6 ％、う

ち4,800 件が専利権の模倣事案）、商標権侵害で 

3.95 万件（前年比＋ 26.2 ％）であり、過料額は

6.86億元である。また、商標権侵害については、

1,011件が刑事被疑事件として司法機関に移送され

ている。 

 

（水際取締り） 

2021年における水際取締り件数は、ロット数で 

7.92 万件、関連貨物数で 7,180.28万点と、前年と

比較して増加している。 
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（民事上の救済） 

民事上の救済については、知的財産権の侵害に対し

損害賠償の請求が認められており若干の損害賠償金

の高額化の流れも見られるものの、勝訴しても必ずし

も十分な賠償額が認容されなかったり、侵害者が財産

を別会社に移転させて執行を逃れたりするケースもあ

り、模倣品業者を根絶やしにするほどの効果はない

といった指摘がある。 

こうした指摘を踏まえ、2019 年 11 月に施行され

た商標法においては、商標権侵害について賠償額を

最高5倍（従来は 3 倍）まで増額しうる旨の規定や、

法定賠償額を 500 万元（従来は 300 万元）以下と

する規定が見られる。同様に、2021 年 6 月に施行

された専利法や著作権法においても、賠償額を最高 

5 倍まで増額しうる規定や法定賠償額上限の 500 万

元（従来は専利法が 100 万元、著作権法が 50 万元）

への引き上げを定める規定が含まれている。 

なお、懲罰的損害賠償の適用要件として、専利法

では「故意」及び「情状が深刻であること」（71 

条）、商標法では「悪意」及び「情状が深刻である

こと」（63 条）、著作権法では「故意」及び「情状

が深刻であること」（54条）が規定されている。国

家知識産権局は、黒龍江省知識産権局による『「知

的財産権の故意侵害」の認定基準の関連事項に関す

る照会』に対する回答において、「故意」は知的財

産権の懲罰的賠償条項を適用するための主観的要件、

「重大な情状」は主に加害者の侵害手段、方式及び

それによって引き起こされた結果に対する客観的評

価であり、2 つの構成要件に対して不適切な交差又

は重複した評価をしないように注意しなければなら

ないとしている。また、最高人民法院は、「知的財

産権侵害民事事件での懲罰的損害賠償の適用に関す

る解釈」（2021 年 3 月 3 日施行）において、「故

意」や「重大な情状」について司法解釈を示してお

り、第3条において故意ありという初期的な認定を

することができる事由（例えば、原告又は利害関係

者から通知、警告を受けた後に、被告が権利侵害行

為を継続した場合など）が、第4条において情状が

深刻であることの認定ができる事由（例えば、権利

侵害を理由として行政処罰又は判決により責任を負

った後、再び同様又は類似の侵害行為を行った場合

など）があげられている。今後の法解釈等の動向が

注目される。 

（刑事上の制裁） 

専利権侵害、商標権侵害、著作権侵害は刑事上

の制裁の対象であり、情状に応じて有期懲役や罰

金が科される。全国の公安機関が 2021年に逮捕を

許可した知的財産関連事件は 7,835 人（事件数は 

4,590 件）、起訴したのは14,020 人（事件数は 

6,565 件）である。 

2021 年 3 月に施行された改正刑法において、登

録商標の偽造、製造、販売罪（第 213 – 5 条）の

情状が特別に深刻である場合の刑期が長期 7 年か

ら長期 10 年に拡大されるなど厳罰化された。また、

最高人民法院と最高人民検察院は、「知的財産権

侵害刑事事件の審理に関する具体的応用法律問題

に関する若干の解釈（三）」（2020 年 9 月 14 日

施行）において、罰金額の判断基準について司法

解釈を示している。これによると、罰金額は犯罪

による違法所得額、違法売上高、権利者に与えた

損害額、侵害物品の数量及び社会への危害等の事

情を総合的に考慮して判断され、①一般的には、

違法所得額の 1 倍以上 5 倍以下、②違法所得額を

認定することができない場合には、罰金額は一般

的に違法売上高の 50 ％以上1倍以下、③違法所得

額及び違法売上高を認定することができない場合

には、3 年以上の有期懲役に処するか否かによって、

3 万元以上 100 万元以下の罰金額か、又は 15 万

元以上 500 万元以下の罰金額となる。 

また、最高人民法院及び最高検察院は、2023年1

月18日付けで「知的財産権侵害刑事事件の審理に

おける法律適用に関する若干問題の解釈（意見募

集稿）」を公表し、パブリックコメントを募集し

た 。今後、知的財産権侵害事犯に対する厳罰化が

進むかが注目される。 

 

②地方保護主義 

2017 年版不公正貿易報告書 54 頁参照。 

（２）冒認出願問題 

 

①他人の商標やキャラクターを盗用した出願 

＜措置の概要と懸念点＞ 

我が国地名や地域ブランド、企業の商標、キャラ

クター等が第三者によって出願、登録されてしまう
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事例（冒認出願）が多数あることが報告されている。

このように、中国における商標の冒認出願問題に苦し

む我が国企業等は後を絶たず、その対策は依然として

中国における重要な課題の一つである。 

我が国としては、今後も 2019 年 11 月の悪意に

よる商標出願行為の規制強化の商標法改正後の運

用及び冒認出願による被害拡大の効果的防止につき

注視するとともに、二国間協議や多国間枠組みの場を

通じて対処していく必要がある。 

 

＜最近の動き＞ 

中国においては、2022 年 1 月に、2019 年商標法

改正後の実務を踏まえたガイドライン「商標審査審

理指南」が施行され、冒認出願に関し、使用を目的

としない悪意の商標登録出願の解釈や該当する行為

等について規定し、審査基準の明確化及び取締りの

強化を図っている。また、2022 年 12 月に、商標代

理市場の秩序をかく乱したとみなされる行為や代理

機構の停止処分等について規定した「商標代理監督

管理規定」が施行され、商標代理行為の規範化等を

進めることで商標代理業界の健全な発展を図ってい

る。さらに、2023 年 1 月には、国家知識産権局に

より商標法改正草案が公表され、草案に対する意見

募集が開始された。本草案は、悪意による商標登録

出願の規制や商標の使用義務の強化等、更なる冒認

出願対策に関する規定が盛り込まれている。 

また、中国が参加している地域的な包括的経済連

携（RCEP）協定が、 2022 年 1 月に発効した。同協

定では、悪意で行われた商標出願を拒絶・取消する

当局の権限について規定されており、協定上の義務

が着実に履行されるよう注視していく必要がある。  

2022 年 10 月 24日～26 日に開催された日米欧中韓

による商標 5 庁（TM5）年次会合においては、我が

国主導の「悪意の商標プロジェクト」に関し、悪意

の商標出願に関する報告書の改訂版及び拡充版事例

集のダイジェスト版を公表すること、また、TM5で

の取組の成果を広める啓発セミナーを定期的に開催

することなど、普及啓発活動を今後も一層推進して

いくことが合意された。  

 

②外国でなされた発明等の冒認出願・無審査制度の

濫用 

＜措置の概要と懸念点＞ 

外国において発明・考案された特許・実用新案

や創作された意匠が、中国において、発明者、考

案者、創作者以外の者によって出願、登録されて

しまう事例（冒認出願）が多数あることが報告さ

れている。中国においては、冒認が拒絶理由及び

無効理由とはなっておらず、権利の帰属に関する

確認を求めることによる救済のみが可能である

（専利法実施細則第 85 条、第 86 条）。権利帰属

確認のための行政手続の執行や裁判の期間が長期

化すると、発明者、創作者以外の者による出願に

基づく模倣被害を阻止することができないといっ

た事態が生ずるため、注意が必要である。 

また、中国では、実用新案及び意匠について、実

体審査制度が採用されておらず（なお、方式要件を

審査する初歩審査には、明らかな新規性欠如等の

要件の審査が含まれる（専利法実施細則第 44 

条）） 、さらに権利行使時に、権利の有効性につい

て審査官が作成する専利権評価報告書の提出が義務

づけられていないなど、権利濫用を防止する規定が

不十分である点が産業界から強く懸念されている。 

 

＜最近の動き＞ 

2021 年 6 月に施行された専利法第 20 条には、

「専利出願と専利権の行使は信義誠実の原則を遵

守しなければならない。専利権を濫用して公共利

益や他人の合法的な権利を害してはならない」と

いう規定が盛り込まれた。専利権の行使のみなら

ず、専利出願についても信義誠実の原則を遵守し

なければならないとするこの規定が、冒認出願を

阻止するうえで有効であるかどうかは不透明であ

る。 

また、同法には、実用新案及び意匠の実体審査

制度や権利行使時の専利権評価報告書の提出義務

化について規定されておらず、同法第 20 条が専利

権濫用の防止に実効性があるかどうかも不透明で

ある。 

今後は、改正専利法の運用等を注視していくとと

もに、引き続き二国間協議や多国間枠組みの場など

を通じて対処していく必要がある。 

 

（３）特許・ノウハウ等のライセンス等

への規制 



第１章 中国 

  

 

 

＜措置の概要と懸念点＞ 

中国においては、「技術輸出入管理条例」、「技術

輸出入管理条例実施細則」、「技術輸出入契約登録管

理弁法」等により、外国企業と中国国内企業との間で

締結する実施許諾契約（いわゆる国際ライセンス契

約）等に対して従来規制が行われており、当該規制に

ついては、特許権者に実施許諾契約を締結する権利を

認めた TRIPS 協定第 28 条第 2 項に関して同第 3 条

（内国民待遇）の観点から問題が指摘されていた。 

2019 年 3 月 18 日に、中国は、国務院の決定によ

り、これまで日本、米国及び EU が懸念を表明してき

た技術輸出入管理条例（以下、「管理条例」という）

等の一部条項を削除したところ、今後は、管理条例等

の改正後の実際の運用、とりわけ地方政府においても

当該改正を踏まえた適切な運用がなされるか否かに

ついて注視が必要である。以下に、TRIPS 協定との

関係で従来指摘されていた問題となり得る点を列挙

する。 

 

改良技術の帰属（旧管理条例第 27 条及び第 29 条 

第 3 項） 

旧管理条例第 27 条（2019 年 3 月に削除）は、ラ

イセンス等により供与された技術を改良した技術は、

改良を行った当事者に帰属するとしており、加えて、

同条例第 29 条第 3 項は、技術受入側がライセンス等

により供与された技術について改良をなし、又は当

該改良された技術を実施することについて、技術供与

側がこれを制限することを禁止していた。 

一方、国内の技術の譲渡又はライセンス契約につい

ては、中国旧契約法第 354 条（民法典 875 条）では、

契約当事者は、改良した技術成果の分配につき、契約

で定めることができるとされており、管理条例にある

ような強制的な規定は見当たらない。また、旧契約法第 

355 条（民法典第 877 条）は、法又は行政法規が、技術

の輸出入契約、特許契約又は特許出願契約について

別段の定めをするときには、当該別段の定めが適用

されると規定する。かかる扱いは技術輸出入に該当

するライセンス契約の場合には、特別法である管理

条例が優先的に適用される一方、それ以外の通常の国

内の技術の譲渡又はライセンス契約には中国旧契約法

第 354 条が適用されることを示している。管理条例の

適用対象である技術輸出入においては、外国企業が技

術供与側の立場になることが多いと想定されるところ、

当事者の約定に関わりなく、改良した技術が改良を

行った当事者に帰属すると定める当該条例は、技術

供与側となる外国企業にのみ強制的な規定を適用

しようとするものであり、内外差別的な措置として 

TRIPS 協定第 3 条第 1 項の内国民待遇義務に整合し

ていない可能性が指摘されていた。 

 

第三者の権利の侵害に関するライセンサーの義務 

（旧管理条例第 24 条） 

旧管理条例第 24 条第 2項（2019 年 3 月に削除）

には、技術輸出入に係る技術受入側がライセンス等

により供与された技術を利用した結果として第三

者から権利侵害で訴えられた場合、ライセンサーは

第三者の権利侵害の主張に対する対応について協

力する義務が定められていた。さらに、旧管理条例

第 24 条第  3 項には、「技術輸入契約の受入側が供与

側の供与した技術を契約の定めに従って使用した結果、

第三者の合法的権益を侵害する場合、その責任は供

与側が負う」と規定されており、例えばライセンシ

ーがライセンスされた技術を契約に従わない用法

で利用した結果として第三者の合法的権益を侵害

した場合などには、ライセンサーが免責される可能

性があるものの、免責されることが明確になるまで

は、自己が関与しない事項であっても第三者に対す

る侵害責任について何らかの対応をしなければな

らないと考えられていた。 

 一方、国内企業間の契約の際に適用される中国

旧契約法（第 353 条）では、第三者の権益を侵害し

た場合の賠償責任について、当事者の契約で別途定

めることができるとされている。 

したがって、上記のように、管理条例において、

当事者の約定に関わりなく、第三者の権益の侵害に

ついて、技術供与側が当然に一定の義務及び責任を

負うとされることは、内外差別的な措置として 

TRIPS 協定第 3 条第 1 項の内国民待遇義務に整合して

いない可能性が指摘されていた。 

 

技術供与の完全性等の保証（管理条例第 25 条） 

管理条例第 25 条には、供与する技術が完全で、

瑕疵がなく、有効であり、契約に定めた技術目標を

達成することができることを供与側が保証しなけ

ればならないという規定がされており、技術目標の

達成のための強制的履行を迫られる可能性がある
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ため技術供与側にとっては実施許諾契約の締結への

妨げとなり得る。 

このように、外国の技術供与者は、依然として技

術供与に慎重にならざるをえない状況にある。今後、

管理条例の一層の明確化及び規制緩和を要求すると

ともに、中国の国内企業間で締結するライセンス契約

を含む技術供与契約に対する規制との異同を含めて、

国際的な実施許諾契約等を登録管理又は許可する当局

の運用についても、引き続き注視していく必要がある。 

 

＜最近の動き＞ 

特許・ノウハウ等のライセンス等への規制に関し

ては、我が国は、2018 年 10 月には世耕経産大臣（当

時）が 鍾山商務部長に管理条例の内外差別的規定

に関し直接懸念を表明したほか、2019 年 1 月に開催

された日中知的財産権ワーキング・グループにおいて、

当該規制について意見交換を行うなど、様々な二国

間・多国間協議等を通じて、中国に対し、管理条例の

一層の明確化や制度改正への働き掛けを行っている。

なお、米国通商代表部（USTR）による 2022年版のスペ

シャル 301 条報告書においても、中国は引き続き優先

監視国として掲載されており、中国の法令、政策に基

づく技術ライセンス規制は、外国企業に対してのみ強

制的な義務づけを行うものであるとして懸念が示さ

れている。また、1974 年通商法第 301 条に基づき、

2017 年 8 月に中国の技術移転・知的財産権問題に対す

る調査が開始され、2018 年 3 月に公表された調査報告

書において、中国の技術ライセンスに関する規制によ

って、米国の技術所有者は、技術移転に際して市場

ベースの条件で交渉する能力を奪われていることが

指摘されている。さらに、2018 年 11 月に公表され

た上記報告書の改訂版では、中国は政策を改めていな

いことを指摘し、差別的なライセンス規制に関して、

WTO のパネルで争っていくことが説明されている。 

管理条例を含む中国の知的財産権保護に関する措

置については、2018 年 3 月に米国が WTO 協定に基づ

く協議要請を行い、二国間の協議では問題解決に至ら

なかったため、2018 年 11 月に WTO 紛争処理小委員会

（パネル）が設置された。 

また、2018 年 6 月には EU が、管理条例を含む中国

の技術移転に関する措置について協議要請を行った。 

その後、2019 年 3 月に中国が管理条例を改正し、指

摘されていた規定の多くを削除したところ、上述のパ

ネル審理については、一時中断の後、2020 年 6 月に

停止されている。 

また、2020 年 1 月に米国との第一段階の経済・

貿易協定に署名した。合意文書には民間企業同士に

よる技術移転が政府の圧力によって行われない約束、

行政手続やライセンス要求による技術移転の要求や

圧力をかけることの禁止、営業秘密侵害行為に対す

る民事･刑事面での充実化、政府機関による営業秘密

や秘密情報の不正開示の禁止等が規定されている。 

今後も、本条例の運用状況や改正に向けた動きを

注視すると共に、必要な働き掛けを継続していくこ

とが重要である。 

 

（４）標準必須特許を巡る訴訟におけ

る禁訴令の発出 

 

＜措置の概要と懸念点＞ 

禁訴令とは、実質的に同一の紛争が複数の国の裁

判所に係属する並行訴訟において、当事者による外

国裁判所での提訴等の訴訟手続を禁止する命令をい

う。中国の最高人民法院は2020年、移動体通信技術

の標準必須特許に係る Huawei 対 Conversant 事件

において、行為保全措置として、禁訴令を発出した。

同事案において、最高人民法院は禁訴令を発出する

考慮要素として、①外国裁判所による判決の執行が

中国での訴訟に与える影響、②外国裁判所による判

決の執行を停止することの必要性、③外国裁判所に

よる判決の執行を停止させないことによる一方当事

者が被る損害と、外国裁判所による判決の執行を停

止させることによる他方当事者が被る損害のバラン

ス、④公共の利益、⑤国際礼譲の5つを挙げている。

また、禁訴令に違反した者には、1日あたり 100 万

人民元の過料（日数で積算）を科すとされた。その

後、中国の下級裁判所においても、移動体通信技術

の標準必須特許に係る複数の訴訟において禁訴令が

発出されている。下級裁判所が発出した禁訴令には、

外国において登録された対応する標準必須特許に関

して、外国裁判所に係属中の訴訟手続を進行させる

ことだけではなく、新たに外国裁判所に提訴するこ

とも禁じるものもある。 

 

＜最近の動き＞ 
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2022 年 2 月、EU は、中国の禁訴令について、

TRIPS 協定第1条1項、第28条1項、第41条1項、第44条

1項等に整合的でないとして、中国に対して協議要請

を行い（DS611）、同年 12 月、パネル設置要請を行

った（我が国は第三国参加）。 

我が国としては、EUその他加盟国と連携しつつ、

引き続き中国の禁訴令が協定不整合な形で用いられ

ないよう注視していく。 

 

 

 

［加入に伴う約束］ 

 

WTO 政府調達協定は、いわゆる複数国間協定で

あり、本協定への加入を選択する国だけを拘束する

ルールである。そのため、締約国は、先進国を中心と

する一部の国にとどまっている。中国は WTO 加盟時に、

WTO 政府調達協定に将来加入すること、当面はオブ

ザーバーとして参加すること、政府調達手続について

透明性を確保すること、外国から調達する場合は無差

別待遇を供与すること等を約束しており5、WTO 加盟後、

2002 年 2 月に政府調達委員会のオブザーバー資格を得

ている。 

2007 年 12 月、中国はWTO 政府調達協定加入申請

及び附属書 Ⅰ の初期オファーを提出し6、加入交渉が

開始された。しかし、初期オファーについては様々な

問題点が指摘され、各国から早期の改訂オファーの提

出が要請された。これを受け、中国は、2010 年 7月に

改訂オファー7、2011 年 11 月に第 2 次改訂オファー

8、2012 年 11 月に第 3 次改訂オファー9、2013 年 12 

月に第 4 次改訂オファー10、2014 年 12 月に第 5 次改

訂オファー11、2019 年 10 月に第 6 次改訂オファー12を

提出した。習近平国家主席は 2018 年 4 月に中国で開

催されたボアオ・アジアフォーラムにおける演説で政

 
5 Report of the Working Party on the Accession of China (WT/ACC/CHN/49), Protocol on the Accession of the People’s Republic 

of China (WT/L/432) 
6 GPA/ACC/CHN/1 
7 GPA/ACC/CHN/16 
8 GPA/ACC/CHN/30 
9 GPA/ACC/CHN/41 
10

 GPA/ACC/CHN/44 
11

 GPA/ACC/CHN/45 
12

 GPA/ACC/CHN/51 

府調達協定加入プロセスを加速化すると言及して

おり、早期の WTO 政府調達協定 加入が期待される。 

 

［実施状況］ 

 

中国の政府調達に関する法令としては、2003 年 1 

月 に 施 行 さ れ た 政 府 調 達 法 （ Government 

Procurement Law）（詳細は、後述の[政府調達法改

正 ] を 参 照 。 ） 、 政 府 調 達 法 の 実 施 規 則

（Implementing Regulations of the Government 

Procurement Law）のほか、入札法（Law of the 

People’s Republic of China on Tendering and 

Bidding）及びその実施規則（ Implementation 

Regulations）などがある。 

2021 年 8 月、英国通信社は中国財政部及び工業

信息化部が同年 5 月に 41 項目 315 品目の政府調

達における国産調達率を 

定めた非公開の内部通達（551 号文書）を傘下の

地方政府部局に対して発出し、国産品を優先購入

するよう指示したと報じた。実際に我が国企業か

らも入札において国産品が条件に課されていると

の声が出ており、上記項目の政府調達において外

国製輸入品が事実上、排除されていないか今後の

動向に留意が必要である。 

また、今後、中国が WTO 政府調達協定に加入す

る場合には、政府調達法を含む中国の関連法制が 

WTO  政府調達協定における規律と整合しているか

どうかを注視していく必要がある。 

中国政府は、2020 年 1 月に施行した外商投資法

及びその実施条例の中で、政府調達において外商

投資企業が中国域内で生産した製品及び提供する

サービスを内外資平等に取り扱うと規定した。 ま

た、中国財政部は 2021 年 10 月 13 日付けで「政

府調達における内外資企業の平等な取り扱いの実

現」に関する通知を公布し、中国国内で生産され

た製品は内外資企業を平等に扱うと発表している。

政府調達 
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しかしながら、中国米国商会白書などによれば、

2019 年より「安可（安全可控）」、あるいは「信創

（信息化応用創新）」と呼ばれる制度が施行された

との情報がある。この制度では、「安可目録／信新

創目録（非公表）」という政府調達の推奨企業・製

品リストに掲載されたもののみ政府調達に採用され

ることになっており、外国製輸入品のみならず外資

企業の現地生産品も政府調達から排除される可能性

がある。これに対して、我が国企業からも対象品に

選定されるための条件や基準が開示されていないた

め、著しく外商投資企業にとって不利な状況との声

があがっており、「外商投資法」などの関連法制度

と相反する不透明な措置の可能性がある。 

 

［政府調達法改正］【新規掲載】 

 

＜措置の概要＞ 

2003 年 1 月に施行された政府調達法（Government 

Procurement Law）については、2020 年 12 月から 

2021 年 1 月に第 １ 回、2022 年 7 月から 8 

月に第 ２ 回の、改正案のパブリックコメントがそ

れぞれ実施された。 

改正案の概要は以下の通り。(以下に示す具体的条

文はパブリックコメントに付された条文案に基づく

仮訳。) 

（１）第 12 条の調達者の定義に「その他調達実

体」を追加。「その他調達実体とは、公共目的を実

現するために公用事業に従事し、公共インフラまた

は公共サービスネットワークを運営する公益性国有

企業を指す。」の案となっており、政府機関のみな

らず公益性 国有企業まで対象が広がっている。 

（２）改正案の第 23 条では、現行の第 10 条の「政

府調達は、中国域内で調達できない、または合理的な

ビジネス条件で入手できない場合を除き、本国の物品、

工事、サービスを調達しなければならない」が維持さ

れ「中国域内で生産された製品が規定の付加価値比率

等の条件を満たす場合は、政府調達活動において審査

優遇が得られなければならない」が追加されている。 

（３）第 24 条において、2020 年 12 月公表の改

正案で追加された「国家安全の擁護」に関する規定

を更に拡充。具体的には「政府調達は国家安全上の

要請を実行し、法律法規の国家安全に関する製品標

準、サプライヤー資格条件、知的財産権、情報発表

及びデータ管理等の規定を執行しなければならな

い。国家秘密に関わる調達プロジェクトは、公開

競争以外の方式と手続を採用しなければならない。

国は政府調達安全審査制度を確立し、国家安全に

影響を及ぼす可能性のある政府調達活動に対して

安全審査を実施する」とされている。 

 

＜国際ルール上の問題点＞ 

第 12 条や第 23 条について、仮に GATT 第 ３ 

条第 8 項 (a) に規定する「政府機関による調達を

規制する法令又は要件」または GATS 第 13 条第 

１ 項に規定する「政府機関が政府用として購入す

るサービスの調達(商業的再販売を行うこと又は商

業的販売のためのサービスの提供に利用すること

を目的として購入するものを除く。)を規律する法

令及び要件」に該当しない調達についてまで、産

品及び調達先を中国国内に限定するのであれば、

GATT 第 ３ 条 ４ 項または GATS 第 17 条の内国

民待遇義務と抵触し得る。また、中国は WTO 加盟

議定書の一部を構成する作業部会報告書パラ 47 に

おいて、国有企業及び国家投資企業による商業用

又は非政府用の調達は政府調達には該当せず、

GATT 第 3 条及び GATS 第 17 条等の適用を受ける

旨約束しており、上記義務との抵触が疑われるだ

けでなく、自国の加盟議定書における約束にも反

し得る。 

第 23 条について、明らかな国産品優遇が規定さ

れており、中国が加入交渉中である、WTO の「政府

調達に関する協定」（GPA）第 4 条（無差別待遇）

との整合性が問題となる恐れがある。 

第 24 条について、政府調達安全審査制度の下で

規定される「国家安全に影響する可能性のある政

府調達活動」の範囲が極めて不明確かつ漠然とし

ており、当該規定の対象が WTO 協定の安全保障例

外に関する規定のもと許容される範囲を越え、非

常に広範・恣意的に適用される恐れがある。加え

て、中国が締約国である RCEP 協定第 16.4 条 1 

項の透明性規律にも抵触する恐れがある。 

＜最近の動き＞ 

中国政府が 2022 年に行ったパブリックコメント

を受けて日本政府として意見を提出したほか、

2022 年 9 月 5 日に実施した第 20 回経済産業省

と中国商務部との次官級定期協議や、2023 年 2 月
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に実施した日中経済パートナーシップ協議等におい

て、国際的ルール慣行に即した公平性・透明性のあ

る制度の実現を求めて働きかけを行っている。また、

WTO各種委員会でも懸念を表明している。 

 

 

 
 

（１）外国の法律と措置の不当な域外

適用を阻止する弁法 

 

＜措置の概要＞ 

2021 年 1 月、中国商務部は、外国の法律と措

置の不当な域外適用を阻止する弁法を公布し、即

日施行した。本法は、中国国家安全法に基づき、

国家主権・安全・発展の利益を保護し、中国の国

民・法人その他組織の正当な権利利益を保護する

ことを目的として、外国の法令等が不適切に域外

適用されている場合は、政府はその影響を阻止す

るための措置をとることができることとしている

（第1条）。具体的には、中国の国民及び法人等

に対し、他国の法令及び措置によって第三国の企

業等との正常な経済・貿易及び関連する活動を禁

止又は制限された場合、30日以内に中国政府に対

して報告することを罰則付きで義務付けている

（第5条・第13条）。中国政府が不当な域外適用

の状況があると認めた場合には、当該他国の法令

及び措置の承認・執行・遵守を禁止する禁止令を

出すことができる（第7条）。さらに、禁止令の

対象となった外国の法令及び措置によって、中国

の国民及び法人等の正当な権益が侵害された場合、

中国の国民及び法人等は、当該法令及び措置を遵

守した当事者に対して中国の裁判所において損害

賠償を請求することができ、損害賠償請求認容判

決を受けた当事者が履行しない場合は強制執行の

対象となる（第9条）。ただし、中国の国民及び

法人等は、禁止令の遵守について免除（第9条上

の損害賠償責任も免責される）を求めることがで

き（第8条・9条）、かつ、外国の法令及び措置を

遵守しない結果として被った重大な損失について

政府の支援を求めることができる（第11条）。な

お、外国の法令及び措置が不適切に域外適用さ

れている場合、中国政府は必要な対抗措置を講

じることができる（第12条）。 

 

＜国際ルール上の問題点＞ 

本法の下では、第三国の企業等は、他国の法

令又は措置に従うことで損害賠償責任を問われ

当該賠償決定に従わない場合には強制執行を受

ける可能性もあるため、第三国の企業等は、他

国の法令の不遵守によるリスクか、中国の損害

賠償請求の執行を受けるリスクかのいずれかの

選択を強いられ、板挟み状態になる。 

これに対して、中国の企業等は、本法第8条及

び第9条に基づき、禁止令について免除を得て損

害賠償責任についても免除される可能性がある

が、第三国の企業等にはその可能性がない点で、

中国事業者に対する優遇措置に該当し、中国の

GATS上の約束の範囲内であればGATS第17条の内

国民待遇義務違反に該当する可能性がある。 

その上、中国の企業等は、本法第11条に基づ

き、外国の法令及び措置を遵守せず被った重大

な損失について政府の支援を求めることができ

るが、外国企業には同様の支援は規定されてい

ない。外国法不遵守による損失について支援を

受けられるか否かにつき、中国事業者のみ有利

な待遇を受けられるので、やはり中国のGATS上

の約束の範囲内であればGATS上の内国民待遇義

務違反（GATS第17条）にあたりうる。また、例

えば、外国の規制対象技術を使用した物品を比

較した場合、輸入品は、少なくとも生産者（外

国生産者）は本法第11条上の支援（他国法を遵

守せずに販売を継続することに対する支援）を

受けられないのに対して、中国産品は、生産者

（中国生産者）も支援を受けることができるた

め、輸入品に不利な待遇としてGATT上の内国民

待遇義務（GATT第3条4項）違反となる可能性が

ある。 

また、本法第12条に基づき中国政府が他国政

府に対して採る具体的な対抗措置は、WTO協定上

の利益が害されたか否かの判断について紛争解

決手続によらない一方的措置の禁止（DSU第23条）

に違反する可能性が高い。さらに、当該対抗措

置の内容次第では、WTOの実体規律に不整合とな

一方的措置・その他 
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りうる。例えば、当該措置の内容が物品の輸入禁

止又は制限であった場合には、正当化事由に該当

しない限り、数量制限の一般的廃止（GATT第11条

1項）違反に該当する可能性が高いといえる。な

お、他国の法令に従うか否かは基本的に各事業者

及び当該事業者が所在する国の判断に委ねられる

べき問題であろう。中国が自国領域を越えてかか

る判断に規律を及ぼそうとすることは、一般国際

法上も許容されない不当な管轄権行使となりうる。

本法は、他国による法令の域外適用を批判する一

方で、自らもそれと同様の域外適用の構造を有し

ており、少なくとも第三国との関係において本法

の適用を正当化することは困難である。 

 

＜最近の動き＞ 

本法に基づいた主張が当事者からなされた公

表済みの裁判例は2023年1月末時点で2件確認さ

れたが、本法による損害賠償請求等を認めた事

例は確認されなかった。今後も、本件に関する

動向を引き続き注視するとともに、関係国と連

携しつつ、本法の改善を求めていく。 

 

（２）反外国制裁法 

 

＜措置の概要＞ 

2021年6月、反外国制裁法が、全国人民代表大

会で可決され、即日施行された。本法では、外国

国家が中国に対して抑圧し、圧力をかけ、中国の

国民・組織に対して差別的な制限措置を実施し、

中国内政への干渉を行った場合、中国は相応の対

抗措置を採る権利を有する（第3条）。対抗措置

の対象は、対抗措置リストに掲載された個人・組

織だけでなく、その直系親族や組織上の上級管理

者等にまで及ぶ（第5条）。対抗措置の内容とし

ては、①査証の発給停止/取消、入境禁止、国外

追放、②動産/不動産の差し押さえ/押収/凍結、

③中国国内の主体との関連取引/協力等の禁止/制

限、④その他の必要な措置となる（第6条）。中

国国内の主体との関連取引等の禁止・制限も含む

ものとされた。中国の組織・個人は国務院が講じ

た対抗措置を執行しなければならず、違反した場

合、法に基づき法的責任を追及される（第11条、

第14条）また、いかなる組織・個人も、外国の国

家が中国の国民・組織に対して採った差別的な

制限措置を執行又はその執行に協力してはなら

ず、これに違反して中国の国民・組織の合法的

な権益を侵害した場合、当該中国の国民・組織

は違反者に対して訴訟を提起し、侵害の停止及

び損失の賠償を要求できる（第12条）。 

 

＜国際ルール上の問題点＞ 

本法第12条で外国が採る差別的な制限措置の執

行の禁止の対象となる第三国の企業等は、他国の

法令又は措置に従うことで損害賠償責任を問われ、

当該賠償決定に従わない場合には強制執行を受け

る可能性もあるため、第三国の企業等は、他国の

法令の不遵守か、中国の損害賠償請求の執行を受

けるかのいずれかの選択を強いられ、板挟み状態

になる。 

また、本法に基づき中国政府が他国政府に対し

て採る具体的な対抗措置は、他国措置のWTO協定

非整合性を問題視しているといえる限りにおいて、

WTO協定上の利益が害されたか否かの判断につい

て紛争解決手続によらない一方的措置の禁止

（DSU第23条）に違反する可能性がある。 

さらに、中国の対抗措置の内容次第では、WTO

の実体規律に不整合となりうる。例えば、当該措

置の内容が物品の輸入禁止又は制限であった場合

には、正当化事由に該当しない限り、数量制限の

一般的廃止（GATT第11条1項）違反に該当する可

能性が高いといえる。 

 

＜最近の動き＞ 

本法に基づく措置は相次いで発表されている。

2021年7月、米国による7名の中国当局者への 制

裁への対抗措置として、本法に基づきウィルバ

ー・ロス前商務長官をはじめ７の米国個人・団体

を対象にした制裁を科すと発表した。同年12月、

米国が中国新疆ウイグル自治区政府の幹部らへの

米国入国禁止などの措置を発表したことへの対抗

として、本法に基づき、米国政府系機関である米

国国際宗教自由委員会（USCIF）の幹部ら4人に対

し、入国禁止・資産凍結・中国国内の国民・団体

との取引の禁止等の制裁措置を発表した。2022年

における中国政府による米国国内の企業又は個人

に対する制裁事例は5件公表されている。制裁の
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理由としては、台湾への訪問や武器売却計画など

台湾関係の事例を理由とした制裁が多かった。た

だし、具体的な制裁措置の内容が公表されていな

い事例が多く、5件のうち3件は法的根拠の記載が

ないために本法に基づく制裁かどうか明らかでは

ない。 

本件に関する動向を引き続き注視するとともに、

関係国と連携しつつ、本法の改善を求めていく。 

 

（３）信頼できない実体リスト規定 

 

＜措置の概要＞ 

2020年9月、中国商務部は信頼できない実体リス

ト規定を公布し、即日施行した。本規定は、中国

対外貿易法、中国国家安全法等に基づき、国家主

権・安全・発展の利益を保護し、中国企業その他

組織・個人の合法的な権益を保護することを目的

として、相応の措置を講じるものである。すなわ

ち、国際経済貿易及び関連活動における外国実体

（外国企業その他の組織・個人を含む）の、①中

国の国家主権・安全・利益の発展に危害を及ぼす

行為、又は②正常な市場取引原則に違反し、中国

企業等と正常な取引を中断し、又は中国企業等に

対して差別的措置を採り、中国企業等の合法的な

権益に深刻な損害を与える行為に対し、国は信頼

できない実体リスト制度を構築し、相応の措置を

講じる（第2条）。リストに掲載される外国実体は、

①中国の主権・安全・利益の発展に及ぼす危害の

程度、②中国企業等の合法的な権益に与える損害

の程度、③国際的に通用する経済貿易規則に合致

するか否か等を考慮の上、決定し、公布されるこ

とになる（第7条）。 

リストに掲載された外国実体に対して、①中国

関連の輸出入活動への従事の制限・禁止、②中国

国内での投資の制限・禁止、③関係人員・移動手

段等の入国を制限・禁止、④関係人員の就業許

可・在留資格等の制限・取り消し、⑤相応額の罰

金、⑥その他必要な措置を採ることができ、その

他関連団体及び個人に協力が義務づけられる（第

10条）。 

 

＜国際ルール上の問題点＞ 

本規定は規定内容が曖昧であり、信頼できない

実体リストに掲載されるための考慮要素（特に、

中国の「主権」や「利益」の発展」に危害を及ぼ

すか否か等）がどのように解されるかも、リスト

に掲載された外国実体に対して実際にどのような

考慮によってどのような措置が講じられるかも、

明らかではない。そのため、信頼できない実体リ

ストに掲載する外国実体の認定や、外国実体に対

して講じられる措置の内容について、適用の公平

性や透明性の確保が担保されうるかが懸念され、

また、運用に関する予測可能性が著しく低いとい

えるため、一律の公平かつ合理的方法での措置の

実施を要求するGATT10条3項(a)等に不整合といえ

る可能性がある。また、本規定１０条に基づいて

実際にリスト掲載企業に講じられる措置の内容次

第では、関連するWTOの実体規律に不整合となり

得る（たとえば輸入制限が講じられる場合は

GATT11条1項違反の可能性が生じる等）。 

さらに、本規定２条の規定によると、第三国の

企業が、中国企業との取引を禁じる外国政府の規

制（たとえば米国の再輸出管理等）を遵守する行

為が、「正常な市場取引原則に違反し、中国企業

等と正常な取引を中断し、又は中国企業等に対し

て差別的措置」として「中国企業等の合法的な権

益に深刻な損害を与える」と評価され、本リスト

に掲載され本規定１０条の措置の対象となりうる

という板挟み状態になりうる可能性も指摘されて

いる。 

 

＜最近の動き＞ 

中国商務部は2023年2月16日、台湾への度重な

る兵器売却によって中国の安全と主権・領土の完

全性を損なったことを理由として、米国企業2社

を信頼できない実体リストに掲載すると発表した。

2020年9月の本規定の施行以来、初めてのリスト

掲載となる。本件に関する動向を引き続き注視す

るとともに、関係国と連携しつつ、本法の改善を

求めていく。 
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